
  

大学研究力強化に向けた取組
～多様な研究大学群の形成に向けて～

資料1
科学技術・学術審議会

学術分科会（第85回）

令和4年4月12日



１．世界と伍する研究大学の実現に向けた大学ファンドの創設

２．科学技術・学術審議会
大学研究力強化委員会の設置について

３．地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）



１．世界と伍する研究大学の実現に向けた大学ファンドの創設

２．科学技術・学術審議会
大学研究力強化委員会の設置について

３．地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）



我が国の科学技術・イノベーションの現状

 近年、科学技術・イノベーションは、激化する国家間の覇権争いの中核となっており、感染症、サイバー
テロ等の脅威から国民の安全・安心を確保するためにも不可欠。

 海外で科学技術への投資が拡大し、産業構造の転換が起きる中で、我が国の研究力及びイノベー
ション力は相対的に低下。日本の競争力も後退。

ポストコロナを見据えた技術覇権争い 研究力の低下
（Top10%論文数の各国順位）

高度人材の獲得競争への遅れ
（博士号取得者数） 産業構造の転換・競争力の低下

米 国

欧 州

中 国

政府科学技術投資の引き上げ表明 ＧＤＰ0.7%(約15兆円）→２％（約45兆円）
必要不可欠な産業を支える基盤 技術支援（先端・新興技術の研究開発、
医療機器や半導体・通信関連部品など）

2021-2025年の5ヵ年計画で、研究開発費を年7％以上増
※既に官民の研究開発投資は日本の倍（約41兆円）

先端７分野の明示
（次世代AI、量子情報、半導体、脳科学、遺伝子、 臨床医学、宇宙）

出典：科学技術指標2021
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❊ 分数カウント
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ＥＵでは復興基金を設立（気候変動対策2,680億ユーロ、デジタル移行1,450億
ユーロの 計4,130億ユーロ（約50兆円）など）
“Horizon Europe”では955億ユーロ（約11.5兆円、 2021年からの7ヵ年）
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出典：IMD世界デジタル競争力ランキング202１
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Top10論文

		科学技術指標2020

		NISTEP

		https://www.nistep.go.jp/sti_indicator/2020/RM295_table.html#dai4shou

				1997-1999		2007-2009		2017-2019

		中国 チュウゴク		13		2		1

		米国 ベイコク		1		1		2

		英国 エイコク		2		3		3

		ドイツ		3		4		4

		イタリア		7		8		5

		日本 ニホン		4		5		10





Top10論文
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表4-1-6(A)

				表4-1-6　国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数：上位25か国・地域

				(A)整数カウント法による

				全分野		1996 － 1998年 (PY) (平均)								全分野		2006 － 2008年 (PY) (平均)								全分野		2016 － 2018年 (PY) (平均)

						論文数										論文数										論文数

				国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント

						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ

				米国		225,298		32.2		1				米国		283,615		28.7		1				米国		375,191		24.4		1

				日本		66,036		9.4		2				中国		95,507		9.7		2				中国		351,628		22.9		2

				ドイツ		60,617		8.7		3				ドイツ		77,114		7.8		3				英国		110,733		7.2		3

				英国		60,446		8.6		4				日本		76,430		7.7		4				ドイツ		107,048		7.0		4

				フランス		45,238		6.5		5				英国		75,592		7.7		5				日本		81,095		5.3		5

				カナダ		30,401		4.3		6				フランス		56,583		5.7		6				フランス		74,536		4.9		6

				イタリア		28,578		4.1		7				イタリア		44,845		4.5		7				インド		69,712		4.5		7

				ロシア		27,082		3.9		8				カナダ		44,657		4.5		8				イタリア		68,914		4.5		8

				中国		19,490		2.8		9				スペイン		34,811		3.5		9				カナダ		65,373		4.3		9

				スペイン		18,772		2.7		10				インド		32,607		3.3		10				オーストラリア		60,190		3.9		10

				オーストラリア		18,051		2.6		11				韓国		30,273		3.1		11				韓国		58,881		3.8		11

				オランダ		17,248		2.5		12				オーストラリア		28,912		2.9		12				スペイン		56,319		3.7		12

				インド		15,905		2.3		13				ロシア		25,635		2.6		13				ブラジル		47,856		3.1		13

				スウェーデン		13,794		2.0		14				オランダ		23,810		2.4		14				オランダ		38,073		2.5		14

				スイス		12,464		1.8		15				ブラジル		23,481		2.4		15				ロシア		37,460		2.4		15

				ベルギー		8,990		1.3		16				台湾		19,332		2.0		16				イラン		36,440		2.4		16

				韓国		8,774		1.3		17				スイス		18,448		1.9		17				スイス		31,442		2.0		17

				イスラエル		8,234		1.2		18				スウェーデン		17,140		1.7		18				ポーランド		28,669		1.9		18

				ポーランド		8,203		1.2		19				トルコ		16,894		1.7		19				トルコ		28,511		1.9		19

				台湾		8,120		1.2		20				ポーランド		16,535		1.7		20				スウェーデン		27,249		1.8		20

				ブラジル		7,477		1.1		21				ベルギー		13,705		1.4		21				台湾		23,921		1.6		21

				デンマーク		6,964		1.0		22				イスラエル		10,521		1.1		22				ベルギー		21,634		1.4		22

				フィンランド		6,323		0.9		23				デンマーク		9,501		1.0		23				デンマーク		18,980		1.2		23

				オーストリア		6,154		0.9		24				オーストリア		9,488		1.0		24				オーストリア		16,131		1.1		24

				ノルウェー		4,303		0.6		25				ギリシャ		9,292		0.9		25				サウジアラビア		15,261		1.0		25

				全分野		1996 － 1998年 (PY) (平均)								全分野		2006 － 2008年 (PY) (平均)								全分野		2016 － 2018年 (PY) (平均)

						Top10％補正論文数										Top10％補正論文数										Top10％補正論文数

				国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント

						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ

				米国		34,899		49.9		1				米国		43,135		43.7		1				米国		54,950		35.8		1				アメリカ

				英国		7,721		11.0		2				英国		11,256		11.4		2				中国		42,719		27.8		2

				ドイツ		6,364		9.1		3				ドイツ		9,855		10.0		3				英国		18,839		12.3		3

				日本		5,018		7.2		4				中国		8,261		8.4		4				ドイツ		15,464		10.1		4

				フランス		4,776		6.8		5				フランス		6,905		7.0		5				フランス		10,117		6.6		5

				カナダ		3,987		5.7		6				カナダ		6,040		6.1		6				イタリア		10,009		6.5		6

				イタリア		2,793		4.0		7				日本		5,921		6.0		7				オーストラリア		9,755		6.4		7

				オランダ		2,445		3.5		8				イタリア		5,020		5.1		8				カナダ		9,495		6.2		8

				オーストラリア		2,059		2.9		9				オランダ		3,966		4.0		9				スペイン		7,593		4.9		9

				スイス		1,955		2.8		10				オーストラリア		3,912		4.0		10				オランダ		7,016		4.6		10

				スウェーデン		1,779		2.5		11				スペイン		3,908		4.0		11				日本		6,745		4.4		11

				スペイン		1,687		2.4		12				スイス		3,239		3.3		12				スイス		6,012		3.9		12

				中国		1,089		1.6		13				スウェーデン		2,298		2.3		13				インド		5,398		3.5		13

				ベルギー		1,045		1.5		14				韓国		2,153		2.2		14				韓国		5,094		3.3		14

				デンマーク		1,005		1.4		15				インド		2,103		2.1		15				スウェーデン		4,504		2.9		15

				イスラエル		982		1.4		16				ベルギー		1,972		2.0		16				ベルギー		3,672		2.4		16

				ロシア		860		1.2		17				デンマーク		1,551		1.6		17				デンマーク		3,478		2.3		17

				フィンランド		776		1.1		18				台湾		1,454		1.5		18				ブラジル		3,425		2.2		18

				インド		661		0.9		19				ブラジル		1,297		1.3		19				イラン		3,399		2.2		19

				オーストリア		614		0.9		20				イスラエル		1,244		1.3		20				シンガポール		2,716		1.8		20

				韓国		574		0.8		21				オーストリア		1,232		1.2		21				オーストリア		2,580		1.7		21

				台湾		570		0.8		22				フィンランド		1,044		1.1		22				サウジアラビア		2,401		1.6		22

				ノルウェー		526		0.8		23				ノルウェー		982		1.0		23				ポーランド		2,353		1.5		23

				ブラジル		445		0.6		24				ロシア		948		1.0		24				ノルウェー		2,044		1.3		24

				ポーランド		424		0.6		25				トルコ		937		0.9		25				台湾		1,999		1.3		25

				全分野		1996 － 1998年 (PY) (平均)								全分野		2006 － 2008年 (PY) (平均)								全分野		2016 － 2018年 (PY) (平均)

						Top1％補正論文数										Top1％補正論文数										Top1％補正論文数

				国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント								国・地域名		整数カウント

						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ						論文数		シェア		順位 ジュンイ

				米国		4,171		59.6		1				米国		5,242		53.1		1				米国		6,942		45.2		1

				英国		820		11.7		2				英国		1,379		14.0		2				中国		4,692		30.6		2

				ドイツ		593		8.5		3				ドイツ		1,110		11.3		3				英国		2,569		16.7		3

				フランス		469		6.7		4				フランス		755		7.7		4				ドイツ		2,007		13.1		4

				日本		425		6.1		5				カナダ		724		7.3		5				オーストラリア		1,414		9.2		5

				カナダ		421		6.0		6				中国		662		6.7		6				フランス		1,356		8.8		6

				オランダ		276		3.9		7				日本		539		5.5		7				カナダ		1,352		8.8		7

				イタリア		261		3.7		8				イタリア		536		5.4		8				イタリア		1,182		7.7		8

				スイス		231		3.3		9				オランダ		514		5.2		9				オランダ		1,056		6.9		9

				オーストラリア		221		3.2		10				オーストラリア		477		4.8		10				スペイン		984		6.4		10

				スウェーデン		179		2.6		11				スイス		418		4.2		11				スイス		926		6.0		11

				スペイン		134		1.9		12				スペイン		397		4.0		12				日本		794		5.2		12

				イスラエル		109		1.6		13				スウェーデン		270		2.7		13				スウェーデン		651		4.2		13

				ベルギー		106		1.5		14				ベルギー		251		2.5		14				韓国		584		3.8		14

				デンマーク		105		1.5		15				デンマーク		196		2.0		15				ベルギー		574		3.7		15

				中国		85		1.2		16				韓国		176		1.8		16				デンマーク		512		3.3		16

				ロシア		70		1.0		17				インド		162		1.6		17				インド		511		3.3		17

				フィンランド		65		0.9		18				イスラエル		149		1.5		18				ブラジル		435		2.8		18

				オーストリア		65		0.9		19				オーストリア		144		1.5		19				シンガポール		416		2.7		19

				ノルウェー		48		0.7		20				フィンランド		121		1.2		20				サウジアラビア		414		2.7		20

				インド		44		0.6		21				ブラジル		116		1.2		21				オーストリア		403		2.6		21

				ニュージーランド		36		0.5		22				ノルウェー		115		1.2		22				イラン		329		2.1		22

				ポーランド		35		0.5		23				シンガポール		104		1.0		23				ノルウェー		320		2.1		23

				ブラジル		33		0.5		24				台湾		101		1.0		24				ポーランド		316		2.1		24

				韓国		30		0.4		25				ポーランド		101		1.0		25				イスラエル		287		1.9		25

		注：分析対象は、Article, Reviewである。年の集計は出版年（Publication year, PY）を用いた。被引用数は、2019年末の値を用いている。

		資料：クラリベイト・アナリティクス社　Web of Science XML (SCIE, 2019年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。







4.5兆円

大学基金規模

ハーバード
イエール

スタンフォード
プリンストン

MIT
ケンブリッジ

オックスフォード
東京大学

3.3兆円
3.1兆円

1.0兆円

190億円

諸外国の大学は基金を充実諸外国の大学は着実に成長

各国大学収入の成長指数
（インフレ調整済、2005年を1とした場合の各年の値）

JST大学ファンドからの毎年
度支援額：数百億円規模

国際卓越研究大学（仮称）

若手研究者支援、新興分野研究のため
①年３％の事業規模の成長、
②大学独自基金の拡充
による大学の知的資産を活用した新たな資金循環の構築

そのための適正な大学
ガバナンスの構築
（研究と経営の分離）

海外大学

研究機関

国内大学
多様な研究者
の参加

資金の循環

企業・個人

資金・人材

成果・人材

イノベーション創出 新たな融合領域の創生

最先端研究

合議体

CFO プロボスト

法人の長

大学ファンドによる支援を通じて、世界と伍する研究大学を実現

人材・知恵の循環
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オックスフォード大学 ケンブリッジ大学 スタンフォード大学

ハーバード大学 東京大学

知の基盤強化と人材育成強化①（10兆円規模の大学ファンド・大学改革）
 １０兆円規模の大学ファンドを創設し、若手研究者支援や新興分野研究に向けた研究基盤の強化や大学改革

を進める。

2.8兆円
1.9兆円

8,200億円
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		ハーバード

		イエール

		スタンフォード

		プリンストン

		MIT

		ケンブリッジ

		オックスフォード

		東京大学



45022.67

33346.2976

30895.0576

28049.6095

19188

10299.89392425

8235

190



Endowment

		Endowment

						2015		2016		2017		2018		2019

		Harvard		[$m]		35,666		35,666		37,096		39,234		40,930

				[億円] $1=¥110		39,232		39,232		40,806		43,157		45,023

		Yale		[$m]		25,572		25,410		27,176		29,351		30,315

				[億円] $1=¥110		28,129		27,951		29,894		32,286		33,346

		Stanford		[$m]		22,223		22,723		25,145		26,841		28,086

				[億円] $1=¥110		24,445		24,995		27,659		29,525		30,895

		Princeton		[$m]		22,148		21,595		23,245		25,316		25,500

				[億円] $1=¥110		24,363		23,755		25,570		27,848		28,050

		MIT		[$m]		13,475		13,182		14,832		16,400		17,444

				[億円] $1=¥110		14,823		14,500		16,315		18,040		19,188

		UC Berkeley		[$m]				3,807		4,298		4,557		4,799

				[億円] $1=¥110		0		4,187		4,727		5,013		5,279

		Cambridge		[£m]								3,193		3,456

				[億円] £1=¥135								4,311		4,666

		Cambridge (Inc. Colleges)		[£m]								6,441		7,630

				[億円] £1=¥135								8,696		10,300

		Oxford		[£m]										4,100

				[億円] £1=¥135								0		5,535

		Oxford (Inc. Colleges)		[£m]		4,246		4,702		5,069		5,592		6,100

				[億円] £1=¥135		5,732		6,348		6,843		7,549		8,235

		慶應大学		[億円]		636		663		688		731

		早稲田大学		[億円]		285		275		283		288		294

		東京大学		[億円]		114		112		108		149

		ハーバード		45,023

		イエール		33,346

		スタンフォード		30,895

		プリンストン		28,050

		MIT		19,188

		ケンブリッジ		10,300

		オックスフォード		8,235

		東京大学		190





Endowment

		



[億円]

大学基金



Endoment-Student

		Endowment-Student Ratio

		<UK>

				Students										Endowment

				Undergrauates		Graduates						Total		[億円] £1=¥135

		Cambridge		11,930		11,813						23,743		10,300

		Oxford		12,354		10,893						23,247		8,235

		<US>

				Students										Endowment

				Undergrauates		Graduates						Total		[億円] £1=¥135

		Harvard		6,699		13,120						19,819		45,023

		Yale		5,964		7,469						13,433		33,346

		Stanford		6,994		9,390						16,384		30,895

		Princeton		5,267		2,946						8,213		28,050

		MIT		4,530		6,990						11,520		19,188

		<指定国立>

				Students

				Undergrauates		Graduates						Total

						MS		DS		Sub-total

		東北大学		10,814		4,385		2,605		6,990		17,804

		東京大学		14,007		7,134		5,758		12,892		26,899

		東京工業大学		4,866		4,022		1,469		5,491		10,357

		一橋大学		4,380		1,336		616		1,952		6,332

		名古屋大学		9,999		3,829		2,548		6,377		16,376

		京都大学		12,992		5,806		3,671		9,477		22,469

		大阪大学		15,285		4,700		3,331		8,031		23,316

		合計		72,343		31,212		19,998		51,210		123,553

		Cambridge		-		-		-		44,651		53,598

		Oxford		-		-		-		38,714		43,767

		Harvard		-		-		-		175,733		280,674

		Yale		-		-		-		228,634		306,710

		Stanford		-		-		-		168,492		232,982

		Princeton		-		-		-		487,583		421,967

		MIT		-		-		-		140,578		205,797

		<RU11>

				Students

				Undergrauates		Graduates						Total

						MS		DS		Sub-total

		北海道大学		11,313		3,969		2,425		6,394		17,707

		東北大学		10,814		4,385		2,605		6,990		17,804

		筑波大学		9,840		6,685				6,685		16,525

		東京大学		14,007		7,134		5,758		12,892		26,899

		東京工業大学		4,866		4,022		1,469		5,491		10,357

		慶應大学		28,733		3,300		1,403		4,703		33,436

		早稲田大学		40,267		6,653		1,778		8,431		48,698

		名古屋大学		9,999		3,829		2,548		6,377		16,376

		京都大学		12,992		5,806		3,671		9,477		22,469

		大阪大学		15,285		4,700		3,331		8,031		23,316

		九州大学		11,680		4,285		2,602		6,887		18,567

		合計		169,796		54,768		27,590		82,358		252,154

		Cambridge		-		-		-		71,809		109,386

		Oxford		-		-		-		62,262		89,323

		Harvard		-		-		-		282,620		572,816

		Yale		-		-		-		367,698		625,951

		Stanford		-		-		-		270,975		475,483

		Princeton		-		-		-		784,151		861,174

		MIT		-		-		-		226,083		420,003

		<第３類型>

				Students

				Undergrauates		Graduates						Total

						MS		DS		Sub-total

		北海道大学		11,313		3,969		2,425		6,394		17,707

		東北大学		10,814		4,385		2,605		6,990		17,804

		筑波大学		9,840		6,685				6,685		16,525

		千葉大学		10,547		3,436				3,436		13,983

		東京大学		14,007		7,134		5,758		12,892		26,899

		東京工業大学		4,866		4,022		1,469		5,491		10,357

		東京農工大学		2,522		1,393		498		1,891		4,413

		一橋大学		4,380		1,336		616		1,952		6,332

		金沢大学		7,802		1,303		1,002		2,305		10,107

		名古屋大学		9,999		3,829		2,548		6,377		16,376

		京都大学		12,992		5,806		3,671		9,477		22,469

		大阪大学		15,285		4,700		3,331		8,031		23,316

		神戸大学		11,577		3,017		1,632		4,649		16,226

		岡山大学		10,148		1,759		1,210		2,969		13,117

		広島大学		10,678		2,696		1,817		4,513		15,191

		九州大学		11,680		4,285		2,602		6,887		18,567

		合計		158,450		59,755		31,184		90,939		249,389

		Cambridge		-		-		-		79,291		108,187

		Oxford		-		-		-		68,749		88,343

		Harvard		-		-		-		312,067		566,535

		Yale		-		-		-		406,009		619,087

		Stanford		-		-		-		299,208		470,269

		Princeton		-		-		-		865,853		851,731

		MIT		-		-		-		249,639		415,397





Endoment-Expenditure

		Endowment-Expenditure Ratio

		<UK>

		[億円] £1=¥135		Operating Expemditure		Endowment

				[2019]		[2019]

		Cambridge		3,116		9,320

		Oxford		2,660		8,235

		Total		5,775		17,555

		<指定国立>

				Operating Expemditure		Potential Endowment

				[2018]

		東北大学		1,391

		東京大学		2,358

		東京工業大学		459

		一橋大学		110

		名古屋大学		1,087

		京都大学		1,580

		大阪大学		1,409

		合計		8,393		25,512

		<RU11>

				Operating Expemditure		Potential Endowment

				[2018]

		北海道大学		956

		東北大学		1,391

		筑波大学		862

		東京大学		2,358

		東京工業大学		459

		慶應大学

		早稲田大学

		名古屋大学		1,087

		京都大学		1,580

		大阪大学		1,409

		九州大学		1,296

		合計		11,397		34,643

		<第３類型>

				Operating Expemditure		Potential Endowment

				[2018]

		北海道大学		956

		東北大学		1,391

		筑波大学		862

		千葉大学		705

		東京大学		2,358

		東京工業大学		459

		東京農工大学		143

		一橋大学		110

		金沢大学		547

		名古屋大学		1,087

		京都大学		1,580

		大阪大学		1,409

		神戸大学		783

		岡山大学		670

		広島大学		740

		九州大学		1,296

		合計		15,093		45,879





Oxford Income

		Oxford Income

		[£m]		2017		2018		2019		2017→2019		寄与度 キヨド

		Tuition fees and education contracts		307.2		332.5		354		15.2%		19.5%

		Funding body grants		194.6		186.9		193.1		-0.8%		-0.6%

		Research grants and contracts		564.9		579.1		624.8		10.6%		24.9%

		Other income		227.7		227.8		251.8		10.6%		10.0%

		Investment income		14.4		18.3		104.6		626.4%		37.5%

		Total income before donations		1,308.80		1,344.60		1,528.30		16.8%		91.3%

		Donations and endowments		88.4		93.2		97.7		10.5%		3.9%

		Donation of heritage assets		3.2		1.2		14.9		365.6%		4.9%

		Total Income		1,400.40		1,439.00		1,640.90		17.2%		100.0%

		※各年の比較のため、Publishing servicesは除く。 カクネンヒカクノゾ

		※10. Heritage Assets
Works of art and other valuable artefacts (heritage
assets) acquired since 1 August 1999 and valued at over
£50k are capitalised and recognised in the Balance Sheet
at the cost or value of the acquisition, where such a cost
or valuation is reasonably obtainable.
Heritage assets are not depreciated since their long
economic life and high residual value mean that any
depreciation would not be material.





Cambridge Income

		Cambridge Income

		[£m]		2017		2018		2019		2017→2019		寄与度 キヨド

		Tuition fees and education contracts		276.4		295.1		320.2		15.8%		13.6%

		Funding body grants		178.0		173.6		181.9		2.2%		1.2%

		Research grants and contracts		466.0		524.9		592.4		27.1%		39.2%

		Examination and assessment services		411.7		432.5		478.5		16.2%		20.7%

		Publishing services		310.6		313.0		334.0		7.5%		7.3%

		Donations and endowments		79.1		63.8		111.4		40.8%		10.0%

		Other income		130.2		142.1		133.4		2.5%		1.0%

		Investment income		17.9		19.8		40.2		124.6%		6.9%

		Total Income		1,869.9		1,964.8		2,192.0		17.2%		100.0%

		Endowment		2,984.4		3,252.8		3,455.9		15.8%

		Investment income (distribution basis)		95.9		98.9		130.5		36.1%

		※ UniversityExamination and assessment services, carried out by the University of Cambridge Examinations Syndicate and subsidiary undertakings, collectively known as Cambridge AssessmentPublishing.
https://www.cambridgeassessment.org.uk/

		※ Investment income
The Cambridge University Endowment Fund (CUEF) is an investment vehicle which enables the University to pool assets held on trust and invest them for the very long term, gaining from scale, diversification and professional management. The CUEF is managed by Cambridge Investment Management Limited under investment and distribution policies set by the Council on the advice of its Investment Board. The CUEF is open to the University and to the Colleges and charitable trusts associated with the University. At 31 July 2019, there were 16 College investors. The CUEF aims to preserve and grow the value of the perpetuity capital of its investors, while providing a sustainable income stream. The University has adjusted its long-term investment objective to generate an average 5.0% return over the Consumer Price Index (CPI), while judiciously managing the risk taken by utilising diversification in investment strategies, asset classes and managers. The distribution policy is based on underlying capital values, ensuring the distribution is directly linked to the performance of the Fund without depleting capital originally invested. At 31 July 2019, the net asset value of the CUEF was £3,456m. On a ‘distribution basis’, 2018-19 investment income to the University was £130.5m.





Cambridge endowment

		Cambridge

				[£M]

		University of Cambridge		3,456		https://www.cam.ac.uk/system/files/reports_and_financial_statements_2019_final.pdf		p15

		Christ's 		107		https://www.christs.cam.ac.uk/sites/www.christs.cam.ac.uk/files/inline-files/RCCA%202018-19%20v9%20FINAL.pdf		p6

		Churchill		36		https://www.chu.cam.ac.uk/media/uploads/files/RCCA%202018.19%20Final_electronically%20signed.pdf		p20

		Clare		129		http://www.clare.cam.ac.uk/data/uploads/about/strategicinformation/Clare%20College%20Financial%20Statements%202019.pdf		p7

		Clare Hall		29		https://www.clarehall.cam.ac.uk/files/Signed%20accounts%202019.pdf		p26

		Corpus Christi		111		https://www.corpus.cam.ac.uk/sites/default/files/downloads/accounts_2018-2019.pdf		p7

		Darwin		27		https://www.darwin.cam.ac.uk/sites/default/files/Darwin%20Accounts%202019.pdf		p5

		Downing		34		https://www.dow.cam.ac.uk/sites/default/files/accounts-_2019.pdf		p110

		Emmanuel		102		https://www.emma.cam.ac.uk/about/documents/pdfs/Annual%20Accounts%2031st%20July%2019.pdf		p25

		Fitzwilliam		59		https://www.fitz.cam.ac.uk/sites/www.fitz.cam.ac.uk/files/College%20Signed%20Accounts%202018.pdf		p38		*2018

		Girton		53		https://www.girton.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/20190630FinalAccounts2019.pdf		p59

		Gonville and Caius		221		https://www.cai.cam.ac.uk/discover/strategy-and-policies/finance-and-annual-reports				*2018

		Homerton		101		https://www.homerton.cam.ac.uk/sites/default/files/Annual%20Report%20and%20Financial%20Statements%2030%20June%202018.pdf		p36		*2018

		Hughes Hall 		17		https://www.hughes.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2020/01/Hughes-Hall-Amended-Accounts-2019-FINAL.pdf		p33

		Jesus		211		https://www.jesus.cam.ac.uk/sites/default/files/inline/files/Annual%20Report%20%26%20Accounts%202019.pdf		p24

		King's		258		https://www.kcl.ac.uk/aboutkings/orgstructure/ps/finance/statements/2018-19-financial-statements.pdf		p41

		Lucy Cavendish		14		https://lucycavendish.chorus.thirdlight.com/link/Acct-2019/@/preview/1?o		p13

		Magdalene		60		https://www.magd.cam.ac.uk/system/files/2018-10/magdalene_college_accounts_for_the_year_ended_june_2018.pdf		p35		*2018

		Murray Edwards		46		https://www.murrayedwards.cam.ac.uk/sites/default/files/files/Murray%20Edwards%20College%20Annual%20report%2030_6_2019%20-%20FINAL%20signed%20pdf%20version%20(002).pdf		p37

		Newnham		59		https://www.newn.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/Newnham-College-Annual-Report-Financial-Statements-2018-19.pdf		p39

		Pembroke		90		http://d307gmaoxpdmsg.cloudfront.net/collegeaccounts1819/Pembroke.pdf		p36

		Peterhouse		242		https://www.pet.cam.ac.uk/sites/www.pet.cam.ac.uk/files/peterhouse_30_june_2019.pdf		p33

		Queens'		60		https://www.queens.cam.ac.uk/sites/www.queens.cam.ac.uk/files/downloads/accounts_annual_report_18-19.pdf		p37

		Robinson		20		http://www.robinson.cam.ac.uk/files/siteassets/about/foi/Accounts%20for%20signing%202017.pdf		p26		*2017

		Selwyn		48		https://www.sel.cam.ac.uk/sites/default/files/assets/about/financial/2018-19%20Accounts%20Selwyn%20College.pdf		p33

		Sidney Sussex		28		https://www.sid.cam.ac.uk/sites/default/files/2020-02/accounts17_18.pdf		p32

		St Catharine's		68		https://www.caths.cam.ac.uk/sites/www.caths.cam.ac.uk/files/2017%20Full%20Signed%20College%20Acounts_861516.pdf		p8

		St Edmund's		18		https://www.st-edmunds.cam.ac.uk/sites/www.st-edmunds.cam.ac.uk/files/attachments/2018-19%20Financial%20Accounts%20St%20Edmund%27s%20College%20Final.pdf		p16

		St John's		542		https://www.joh.cam.ac.uk/sites/default/files/documents/RCCA%202018-19%20Signed.pdf		p11

		Trinity		1,286		https://www.trin.cam.ac.uk/wp-content/uploads/College-Accounts-2019.pdf		p28

		Trinity Hall		70		https://www.trinhall.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/TH-Accounts-30Jun19-Final-for-Web.pdf		p25

		Wolfson		26		https://www.wolfson.cam.ac.uk/sites/default/files/2019-11/rcca_wolfson_2018-19.pdf		p23

		Total		7,630

		Total [億円]		10,300



https://www.christs.cam.ac.uk/sites/www.christs.cam.ac.uk/files/inline-files/RCCA%202018-19%20v9%20FINAL.pdf

http://www.clare.cam.ac.uk/data/uploads/about/strategicinformation/Clare%20College%20Financial%20Statements%202019.pdf

https://www.clarehall.cam.ac.uk/files/Signed%20accounts%202019.pdf

https://www.darwin.cam.ac.uk/sites/default/files/Darwin%20Accounts%202019.pdf

https://www.dow.cam.ac.uk/sites/default/files/accounts-_2019.pdf

https://www.emma.cam.ac.uk/about/documents/pdfs/Annual%20Accounts%2031st%20July%2019.pdf

https://www.fitz.cam.ac.uk/sites/www.fitz.cam.ac.uk/files/College%20Signed%20Accounts%202018.pdf

https://www.girton.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/20190630FinalAccounts2019.pdf

https://www.cai.cam.ac.uk/discover/strategy-and-policies/finance-and-annual-reports

https://www.homerton.cam.ac.uk/sites/default/files/Annual%20Report%20and%20Financial%20Statements%2030%20June%202018.pdf

https://www.hughes.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2020/01/Hughes-Hall-Amended-Accounts-2019-FINAL.pdf

https://www.jesus.cam.ac.uk/sites/default/files/inline/files/Annual%20Report%20%26%20Accounts%202019.pdf

https://www.kcl.ac.uk/aboutkings/orgstructure/ps/finance/statements/2018-19-financial-statements.pdf

https://lucycavendish.chorus.thirdlight.com/link/Acct-2019/@/preview/1?o

https://www.magd.cam.ac.uk/system/files/2018-10/magdalene_college_accounts_for_the_year_ended_june_2018.pdf

https://www.murrayedwards.cam.ac.uk/sites/default/files/files/Murray%20Edwards%20College%20Annual%20report%2030_6_2019%20-%20FINAL%20signed%20pdf%20version%20(002).pdf

https://www.newn.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/Newnham-College-Annual-Report-Financial-Statements-2018-19.pdf

http://d307gmaoxpdmsg.cloudfront.net/collegeaccounts1819/Pembroke.pdf

https://www.pet.cam.ac.uk/sites/www.pet.cam.ac.uk/files/peterhouse_30_june_2019.pdf

https://www.queens.cam.ac.uk/sites/www.queens.cam.ac.uk/files/downloads/accounts_annual_report_18-19.pdf

http://www.robinson.cam.ac.uk/files/siteassets/about/foi/Accounts%20for%20signing%202017.pdf

https://www.sel.cam.ac.uk/sites/default/files/assets/about/financial/2018-19%20Accounts%20Selwyn%20College.pdf

https://www.sid.cam.ac.uk/sites/default/files/2020-02/accounts17_18.pdf

https://www.st-edmunds.cam.ac.uk/sites/www.st-edmunds.cam.ac.uk/files/attachments/2018-19%20Financial%20Accounts%20St%20Edmund%27s%20College%20Final.pdf

https://www.joh.cam.ac.uk/sites/default/files/documents/RCCA%202018-19%20Signed.pdf

https://www.trin.cam.ac.uk/wp-content/uploads/College-Accounts-2019.pdf

https://www.trinhall.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2019/12/TH-Accounts-30Jun19-Final-for-Web.pdf

https://www.wolfson.cam.ac.uk/sites/default/files/2019-11/rcca_wolfson_2018-19.pdf

https://www.cam.ac.uk/system/files/reports_and_financial_statements_2019_final.pdf





国際卓越研究大学制度の全体像（イメージ）

提
案
（
規
制
緩
和
等
）

関係行政機関・関係独法

認
定
（
取
消
し
）

 世界最高水準の教育研究活動による
新たな知・イノベーション創出の中核

 多様な財源の確保等を通じた強固な財務基盤
 成長を可能とする高度なガバナンス体制
 潤沢な大学独自基金（Endowment）

科学技術振興機構（JST）

大学ファンドからの助成

各種支援・規制緩和

 国際的に卓越した研究成果の創出（研究力）
 実効性高く意欲的な事業・財務戦略（3%成長）
 自律と責任あるガバナンス体制（合議体）

～基本方針～
国際卓越研究大学制度の意義及び目標、認定等に関する基本的な事項
JSTの助成の実施方針に関する基本的な事項
科学技術・イノベーション政策との連携に関する基本的な事項 など

各種支援・規制緩和モ
ニ
タ
リ
ン
グ
等

国際卓越研究大学

国
際
卓
越
研
究
大
学
申
請

人材・知の
好循環

世界と伍する研究大学

￥

資金の
好循環

新たな知・イノベーションの創出

国内外の大学・
研究機関 国内外の企業

～世界と伍する研究大学となるためのポテンシャル～

世界最高水準の教育研究

内閣府

ＣＳＴＩ

文部科学省

科学技術・学術審議会

助成の実施方針

助成の実施方針の認可

アドバイザリー機能

認
可
（
取
消
し
）

計
画
申
請

※制度の趣旨を踏まえれば、認定される大学は無制限に拡大するものではなく、数校程度に限定。

文部科学省 世界と伍する研究の実現に
向けた制度改正等のための検討会議

「制度改正に向けた論点整理」
（抜粋）を一部修正
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2020年度
(令和2年度)

2021年度
(令和3年度)

2022年度
(令和4年度)

2023年度
(令和5年度)

2024年度
(令和6年度)

大
学
改
革

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

資
金
運
用

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

科
学
技
術
振
興
機
構

大学ファンド創設に関するこれまでの進捗と今後のスケジュール

CSTI 世界と伍する
研究大学専門調査会

8/26 CSTIに
「中間とりまとめ」を報告

支
援
開
始

世界と伍する研究大学の
実現に向けた制度改正等
のための検討会議

2/1 CSTI決定
「最終まとめ」

CSTI
大学ファンド
資金運用ＷＧ

8/26 CSTI決定
「資金運用の
基本的な考え方」

10/1 大学研究力強化室設置

科学技術振興機構(JST)に
おける体制整備

国
立
研
究
開
発
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

令
和
３
年
１
月
28
日
成
立
・
２
月
23
日
施
行

6/1 運用業務担当理事 着任
10/1 運用・監視委員 任命

1/7 文部科学大臣
「助成資金運用の基本指針」
1/19 科学技術振興機構
「助成資金運用の基本方針」 科学技術振興機構

「助成の実施方針」

世界と伍する研究大学となるためのポテンシャル
①国際的に卓越した研究成果の創出
②実効性高く意欲的な事業・財務戦略
③自律と責任あるガバナンス体制
※ 国立大学：国立大学法人法の改正

私立大学：寄附行為変更の認可
公立大学：定款変更の認可

基
本
方
針
策
定

運
用
開
始

公募・申請

対象大学選定
大学認定/計画認可

関
連
法
案
提
出
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国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律案の概要

趣 旨
我が国の大学の国際競争力の強化及びイノベーションの創出の促進を図るためには、国際的に卓越した研究の展開及び経済社会に変化をもたらす研究成果の
活用が相当程度見込まれる大学について研究及び研究成果の活用のための体制を強化することが重要であることに鑑み、当該体制の強化の推進に関する基本
方針の作成、国際卓越研究大学の認定、国際卓越研究大学の研究等の体制の強化のための事業の実施に関する計画の認可、当該事業に関する国立研究
開発法人科学技術振興機構(JST)による助成等について定める。

制度のポイント
国公私の設置形態にかかわらず、世界と伍する研究大学となるポテンシャルのある大学を認定し、大学ファンドによる助成等、総合的な支援を行う。

概 要
１．基本方針の策定等
○国際卓越研究大学の認定、計画の認可、JSTの助成等に関する基本方針を文部科学大臣が策定。
○ 国は、研究者の自主性の尊重その他の大学における教育研究の特性に配慮。

２．国際卓越研究大学の認定
○ 以下の①、②に関して一定の基準を満たす大学を、国際的に卓越した研究の展開及び経済社会に変化をもたらす研究成果の活用が相当程度見込まれる大学

(国際卓越研究大学)として文部科学大臣が認定。
①研究及び研究成果の活用の実績・体制 ②効果的な資源配分等を行う運営体制、研究と管理運営の業務の役割分担等の業務執行体制、財政基盤

３．計画の認可・JSTの助成等
○ 国際卓越研究大学の①研究等の体制強化の目標、②目標を達成するための事業内容、③資金の額及び調達方法等を記載した計画を文部科学大臣が認可。

• 事業の内容：研究環境の整備充実、若年研究者の育成、国際的に卓越した能力を有する研究者等の確保、研究成果活用のための技術者等の育成、
研究成果活用のための環境の整備充実

○ JSTは基本方針に即して文部科学大臣の認可を受けて実施方針を定め、②に関し助成。

４．報告の徴収等及び認定・認可の取消し
○ 文部科学大臣による認可計画の実施状況に関する報告の徴収等。
○認定・認可基準を満たさなくなったとき等には文部科学大臣による認定の取消し 、計画認可の取消し。

５．附則(関係法令の一部改正等)
○ 国際的に卓越した研究の展開及び経済社会に変化をもたらす研究成果の活用が相当程度見込まれる大学について、大学の経営に係る重要事項の決定及び実施に、

多様な専門的知見を有する者の参画が得られるようにするため検討を行い、特に国立大学法人の経営管理体制の改革を早急に進める。
○ ３．の助成に係るJSTの業務の範囲の追加。 等

施行期日
公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日

※基本方針の策定、国際卓越研究大学の認定、計画の認可、助成の実施方針の認可等に当たっては、総合科学技術・イノベーション会議(CSTI)からの意見聴取等を行う。

【第２条、第３条関係】

【第４条関係】

【第５条～第８条関係】

【第４条、第９条～第11条関係】
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認定基準【第４条第３項関係】

①国際的に卓越した研究の実績を有していること
②経済社会に変化をもたらす研究成果の活用の実績を有していること
③教員組織及び研究環境等の研究の体制が整備されていること
④民間事業者との連携協力体制等の研究成果の活用の体制が整備されていること
⑤効果的な資源の確保及び配分等の行える運営体制が整備されていること
⑥研究に関する業務と管理運営に関する業務の適切な役割分担等の業務執行体制が整備

されていること
⑦国際的に卓越した研究等を持続的に発展させるために必要な財政基盤を有していること

国際卓越研究大学研究等体制強化計画【第５条第２項関係】

①研究及び研究成果の活用のための体制の強化の目標
②上記目標を達成するために行う事業の内容等
イ 国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の整備充実
ロ 優秀な若年の研究者の育成及び活躍の推進に資する活動
ハ 国際的に卓越した能力を有する研究者及び研究の支援又は研究成果の活用のために必要

な技術者その他の文部科学省令で定める人材(ニにおいて「技術者等」という。)の確保
ニ 技術者等の育成に資する活動
ホ 研究成果の活用のために必要な事業を行うための環境の整備充実

③上記事業を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律案の概要（個別条文の詳細）

国際卓越研究大学

文部科学省

科学技術・
学術審議会

内閣府

CSTI

計
画
申
請

国
際
卓
越
研
究
大
学
申
請

科学技術
振興機構
(JST)

助
成

実
施
方
針
申
請

認
可

基本方針の策定

認
可

認
定

基本方針【第３条第２項関係】

①国際卓越研究大学の研究等の体制の強化の推進の意義及び目標に関する事項
②国際卓越研究大学の認定に関する基本的な事項
③国際卓越研究大学研究等体制強化計画の認可に関する基本的な事項
④助成に関し科学技術振興機構(JST)が遵守すべき基本的な事項
⑤科学技術の振興及びイノベーションの創出の促進に関する施策等との連携に関する基本的な事項
⑥その他国際卓越研究大学の研究等の体制の強化の推進に関する重要事項

研究力

ガバナンス

事業成長

研究力

事業成長

意見

※基本方針の策定、国際卓越研究大学の認定、
国際卓越研究大学研究等体制強化計画の
認可、助成の実施方針の認可等に当たっては、
総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）
からの意見聴取等を行う。

事業成長
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１．世界と伍する研究大学の実現に向けた大学ファンドの創設

２．科学技術・学術審議会
大学研究力強化委員会の設置について

３．地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）



１．設置趣旨
科学技術イノベーションの源泉となる大学等の研究力強化を図るため、大学等における科学技術に関する研究開発に関する重要事項に

ついて、幅広い観点から調査検討を行う。※令和3年10月13日、科学技術・学術審議会に「大学研究力強化委員会」を設置。
（参考）「第６期科学技術・イノベーション基本計画」（令和3年3月26日閣議決定）

○大学の研究力強化を図るため、2021年度から、文部科学省における組織・体制の見直し・強化を進め、第６期基本計画期間中を通じ
て、国公私⽴大学の研究人材、資金、環境等に係る施策を戦略的かつ総合的に推進する。
２．委員一覧
相 原 道 子 横浜市立大学長
伊 藤 公 平 慶應義塾長
受 田 浩 之 高知大学理事・副学長

◎大 野 英 男 東北大学総長
〇梶 原 ゆみ子 富士通株式会社執行役員常務

片田江 舞 子 株式会社東京大学ｴｯｼﾞｷｬﾋﾟﾀﾙﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞﾊﾟｰﾄﾅｰ
小長谷 有 紀 独立行政法人日本学術振興会監事
小 林 弘 祐 学校法人北里研究所理事長
新 福 洋 子 広島大学大学院国際保健看護学教授
髙 橋 真木子 金沢工業大学大学院

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究科教授
３．開催状況
○12月1日、第1回会議を開催。冒頭、田中副大臣から、 「『多様な
研究大学群の形成』に向けて、大学の強みや特色を伸ばし、研究力
や地域の中核としての機能を強化する上で必要な取組や支援策など、
幅広い観点から議論を行っていただきたい」と挨拶。

○会議では、委員から大学の研究力向上に向けた本質的な課題に
関する問題提起や、大学を中核とした好循環を生み出すための具体
的な好事例の紹介など、活発な議論。今後、課題解決のための方策
等の議論を深め、我が国全体の研究力強化に向けた具体的な取組を
加速していく予定。1月17日に第2回、2月7日に第3回会議を開催。

科学技術・学術審議会 大学研究力強化委員会の設置について

林 隆 之 政策研究大学院大学教授
福 間 剛 士 金沢大学ナノ生命科学研究所所長・教授
藤 井 輝 夫 東京大学総長
柳 原 直 人 富士フイルム株式会社取締役常務執行役員、

バイオサイエンス＆エンジニアリング研究所長、
知的財産本部管掌

山 本 佳世子 株式会社日刊工業新聞社論説委員兼編集委員
山 本 進 一 豊橋技術科学大学理事・副学長
吉 田 和 弘 岐阜大学医学部附属病院長

◎：主査、〇：主査代理 （50音順、敬称略）

【冒頭挨拶】田中副大臣 【参考】第１回会議の様子
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近年、旧帝大クラスの大学と比較して、中堅大学の研究力が落ちていると指摘されている。全都道府県に国立大学を
有するなど、地方の国公私立大学が学術・基礎研究の層の厚みや研究者の多様性を生む土壌となっていたが、法人
化や少子化の進展に伴い、大学間の格差が拡大し、大学ランキングや偏差値等の序列が固定化し、諸外国と比して
一極集中型になりかけているという懸念が強まっている。

欧米諸国、特に米国では、優秀な教員獲得・確保競争は、アイビー・リーグを中心とした私立大学だけでなく、各州にあ
る州立大学でも積極的である。多くの中堅大学は得意分野を持ち、その分野で一流の研究者を集める努力を行い、
世界的にも人材獲得競争が激化するだけでなく、大学の研究競争力の原動力ともなっている。

他方、我が国においては、必ずしも大学間や産業界との人材獲得競争は弱く、研究者の流動性も乏しいことが課題。
今後、全国の研究大学が国内のみならず、世界の大学と伍する研究力を獲得していくためにも、大学の知的蓄積や地
域の実情に応じて、研究独自色を発揮し、テニュア制度導入も含めた人材確保に向けた取組や附置研究所の機能強
化等の組織再編を促し、大学間の健全な「切磋琢磨型」の競争環境を構築することが重要ではないか。

多様な研究大学群の形成に向けて

日本 イギリス ドイツ

①日英独の全分野及び8分野における上位40大学、②日英独の大学の論文数と論文数に占める注目度の高い論文数の割合(Q値) (2013-2017年)
NISTEP「研究論文に着目した日英独の大学ベンチマーキング2019」より抜粋

第１回大学研究力強化委員会
(12/1)配布資料
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第３回 大学研究力強化委員会(2/7)

13

配布資料
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
gijyutu/gijyutu32/siryo/000017833_000
01.html

Youtube傍聴用URL
https://youtu.be/FrU7eJJLphg

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu32/siryo/000017833_00001.html
https://youtu.be/FrU7eJJLphg


大学研究力の強化

①魅力ある拠点形成による大学の特色化
 「世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)」を通じて、多様性に富んだ国際的な融合研究拠点形成を計画的・継続的に推進
 大学の知的資産の蓄積や地域の実情に応じた研究独自色の発揮に向け、国際公募による人材確保や附置研究所の機能強化

等の組織再編、若手研究者を中核とした創発の場の形成、「総合知」の創出・活用等に、全学的に取り組む大学を総合的に支援
②大学の研究基盤の強化
 国内有数の研究施設・設備をプラットフォーム化し全国からの利用を可能とするとともに、大学等において機関全体として研究設備・

機器群を戦略的に導入・更新・共用する仕組みを構築し、分野・組織に応じた研究基盤の共用を推進
 研究動向や諸外国の状況を踏まえ、最先端の中規模研究設備群を重点設備として整備するとともに、研究設備の継続的・効果

的な運用を行うための組織的な体制整備を戦略的に推進
 地域や産業界等との共創の場となる「イノベーション・コモンズ」の実現を目指した大学等の戦略的・計画的なキャンパス整備を推進
※これらの方向性を具体化するに当たっては、国立大学法人運営費交付金（既存の教育研究組織改革に対する支援等）や研究

費等の措置と連動するような仕組みとすることを検討
③組織間連携・分野融合による研究力の底上げ
 世界と伍する研究大学や大学共同利用機関等がハブとなり、全国の国公私立大学等の連携を強化することにより、人材の流動性
向上※や共同研究の促進、リソースの共有等を図り、我が国の高等教育システムや大学共同利用機関法人等を含めた全体の
研究力向上を牽引する研究システムを構築 ※クロスアポイントメント制度等も活用

 大学の研究力向上に貢献することを大きな使命とする共同利用・共同研究体制について、国際的な動向や研究DXの進展を的確
に踏まえつつ、大学研究基盤としての機能を強化し、大学の枠を超えた我が国全体の英知の結集を促進

今後の取組の方向性

※最先端中規模研究設備の例：クライオ電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、
高分解能電子顕微鏡、電子線描画装置、次世代シーケンサー等

 個々の大学が、知的蓄積や地域の実情に応じた研究独自色を発揮し、研究大学として、自らの強みや特色を効果的に伸ばせるよう、
重層的な支援策をメニューとして分かりやすく可視化するとともに、予見可能性を向上

 大学のミッション実現に向け、基盤的経費と各種支援策とを連動させ、大学マネジメントと連動した研究力向上改革を推進
 全学的な研究マネジメント体制の構築（URA等の研究マネジメント人材や技術職員等の高度な専門職人材を含む）や研究の独
自性・競争力の向上を通じて、大学の戦略的な経営を強化し、新たな価値創造を推進

①

14

地域中核・特色ある研究大学
総合振興パッケージより抜粋
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大学共同利用機関、共同利用・共同研究拠点等の共同利用・共同研究機能の強化や分野・組織に応じた研究基盤の共用を推進
最先端の中規模研究設備群の整備や、効果的・継続的運用を行うための組織的な体制を整備
基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産学連携促進）による支援を通じた研究力の向上

※魅力ある拠点形成による大学の特色化

世界
トップレベルの
研究拠点

目指す方向性の一例
産学官連携を推進し、
地域の産業振興や課題
解決に貢献

日本全体の研究力発展を牽引する研究システムを構築

※大学ファンドの運用益による支援

多様な研究大学群の形成に向けて（イメージ）

優秀な研究者が、所属機関の研究環境に左右されることなく力を発揮できるよう、
最先端の研究基盤を活用した世界最高水準の研究基盤を整備

大学の研究基盤の強化

A大学 B大学 C大学
目指す方向性の一例
特定分野で世界トップ
レベルの研究やその研究
を活かした若手研究者
育成

目指す方向性の一例
基礎研究からイノベー
ション創出を一気通貫で
行い、大型の産学連携
を推進

日本全国の大学 世界と伍する研究大学
（当面数校程度）

共創の場世界
トップレベルの
研究拠点

地方創生
のハブ

世界
トップレベルの
研究拠点

共創の場

世界と伍する
研究大学

世界と伍する
研究大学

特定の強い分野における
人材流動や

共同研究の促進等を通じ、
互いが切磋琢磨できる

関係を構築

人材流動 共同研究

地域中核・特色ある研究大学
総合振興パッケージを基に作成



金沢大学 ナノ生命科学研究所（NanoLSI）

 各地のトップレベルの研究拠点（WPIなど）

 地域の大学に所属する優れた多様な研究者（創発研究者など）
 創発的研究支援事業の基本コンセプト

 地方の拠点の例
WPI採択拠点一覧 令和3年12月時点

拠点長：福間 剛士

優秀な研究者を核に新興・融合分野の研究を牽引
組織をあげて、国際的な研究拠点を構築

拠点要件:
・総勢70~100人以上
・世界トップのPI 7~10人以上
・研究者の30％が常に外国人
・事務体制含め英語が標準の
環境

 国際的かつ融合分野の”目に見える研究拠点”の形成

人体を構成する基本単位である細胞の
表層や内部のリアルタイム計測を実現し、
生命現象の仕組みのナノレベルでの
解明を目指す拠点。

山崎学長主導の下、組織をあげて、以下の取組等を実施。
①外国人研究者の日常生活支援(役所や引っ越し等の手続きの支援)
②外国人研究者の配偶者の就職支援（夫婦ともに拠点で雇用など）
③ジュニアPI制度の導入(テニュアポストの獲得)

このほか、新学科の創設等の組織をあげた取組を実施。

 創発事業の採択研究者511(252+259)名の分布
40/47都道府県（審査・採択はあくまで研究者の人物本位）

河村 奈緒子（助教）
岐阜大学唯一の１期生採択者。
世界初となる糖鎖の革新的な化
学合成技術を開発。岐阜大学が
注力する「糖鎖科学」を牽引。

（研究者の例）

（参考事例）地域の大学等における基礎研究の推進 第１回大学研究力強化委員会
(12/1)配布資料
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〇東北大学
金属材料研究所

〇東京大学
医科学研究所
宇宙線研究所

〇北海道大学
遺伝子病制御研究所
人獣共通感染症国際共同研究所
ｽﾗﾌﾞ・ﾕｰﾗｼｱ研究ｾﾝﾀｰ
低温科学研究所

〇帯広畜産大学
原虫病研究ｾﾝﾀｰ

〇東北大学
加齢医学研究所
電気通信研究所
電子光理学研究ｾﾝﾀｰ
流体科学研究所

〇筑波大学
計算科学研究ｾﾝﾀｰ
つくば機能植物ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究ｾﾝﾀｰ
ﾋｭｰﾏﾝ・ﾊｲ・ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ先端研究ｾﾝﾀｰ

〇群馬大学
生体調節研究所

〇千葉大学
環境ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ研究ｾﾝﾀｰ
真菌医学研究ｾﾝﾀｰ

〇東京大学
空間情報科学研究ｾﾝﾀｰ
地震研究所
史料編纂所
素粒子物理国際研究ｾﾝﾀｰ
大気海洋研究所
物性研究所

〇東京医科歯科大学
難治疾患研究所

〇東京外国語大学
ｱｼﾞｱ･ｱﾌﾘｶ言語文化研究所

単独型(国⽴大学):28大学65拠点

単独型(公⽴大学):7大学9拠点
〇会津大学

宇宙情報科学研究センター
〇横浜市⽴大学

先端医科学研究センター
〇名古屋市⽴大学

創薬基盤科学研究所
不育症研究ｾﾝﾀｰ

〇大阪市⽴大学
数学研究所
都市研究ﾌﾟﾗｻﾞ

〇和歌山県⽴医科大学
みらい医療推進ｾﾝﾀｰ

〇兵庫県⽴大学
自然・環境科学研究所天文科学ｾﾝﾀｰ

〇北九州市⽴大学
環境技術研究所先制医療工学

研究ｾﾝﾀｰ／計測・分析ｾﾝﾀｰ

〇東京工業大学
科学技術創成研究院・

ﾌﾛﾝﾃｨｱ材料研究所
〇一橋大学

経済研究所
〇新潟大学

脳研究所
〇金沢大学

がん進展制御研究所
環日本海域環境研究ｾﾝﾀｰ

〇名古屋大学
宇宙地球環境研究所
低温ﾌﾟﾗｽﾞﾏ科学研究ｾﾝﾀｰ
未来材料・ｼｽﾃﾑ研究所

〇京都大学
医生物学研究所
ｴﾈﾙｷﾞｰ理工学研究所
基礎物理学研究所
経済研究所
人文科学研究所
生存圏研究所
生態学研究ｾﾝﾀｰ
東南ｱｼﾞｱ地域研究研究所
複合原子力科学研究所
防災研究所
野生動物研究ｾﾝﾀｰ

〇大阪大学
社会経済研究所
接合科学研究所
蛋白質研究所
微生物病研究所
ﾚｰｻﾞｰ科学研究所

〇鳥取大学
乾燥地研究ｾﾝﾀｰ

7拠点ネットワーク
:19大学27拠点、5連携施設

（参考）共同利用・共同研究拠点及び国際共同利用・共同研究拠点一覧 【令和4年度予定】
国際共同利用・共同研究拠点

(国⽴大学):4大学6拠点

単独型(私⽴大学):16大学17拠点
〇自治医科大学

先端医療技術開発ｾﾝﾀｰ
〇慶應義塾大学

ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｰﾀ設計・解析ｾﾝﾀｰ
〇昭和大学

発達障害医療研究所
〇玉川大学

脳科学研究所
〇東京農業大学

生物資源ｹﾞﾉﾑ解析ｾﾝﾀｰ
〇東京理科大学

総合研究院火災科学研究所
〇法政大学

野上記念法政大学能楽研究所
〇明治大学

先端数理科学ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ

〇⽴命館大学
ｱｰﾄ・ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ

国際共同利用・共同研究拠点
(私⽴大学):1大学1拠点〇早稲田大学

各務記念材料技術研究所
坪内博士記念演劇博物館

〇東京工芸大学
風工学研究ｾﾝﾀｰ

〇中部大学
中部高等学術研究所国際GISｾﾝﾀｰ

〇藤田医科大学
総合医科学研究所

〇京都芸術大学
舞台芸術研究ｾﾝﾀｰ

〇同志社大学
赤ちゃん学研究ｾﾝﾀｰ

〇大阪商業大学
JGSS研究ｾﾝﾀｰ

〇関西大学
ｿｼｵﾈｯﾄﾜｰｸ戦略研究機構 (※)青字の5拠点は令和4年4月から認定

国⽴大学が
中核の拠点

拠点数
計 単独型 拠点

ﾈｯﾄﾜｰｸ
国際
拠点

78 65 7 6

※★印は中核施設
【学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点】
〇北海道大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ
〇東北大学 ｻｲﾊﾞｰｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ
★東京大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ
〇東京工業大学 学術国際情報ｾﾝﾀｰ
〇名古屋大学 情報基盤ｾﾝﾀｰ
〇京都大学 学術情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ
〇大阪大学 ｻｲﾊﾞｰﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ
〇九州大学 情報基盤研究開発ｾﾝﾀｰ

【物質・デバイス領域共同研究拠点】
〇北海道大学 電子科学研究所
〇東北大学 多元物質科学研究所
〇東京工業大学 科学技術創成研究院・

化学生命科学研究所
★大阪大学 産業科学研究所
〇九州大学 先導物質化学研究所

【生体医歯工学共同研究拠点】
★東京医科歯科大学 生体材料工学研究所
〇東京工業大学 科学技術創成研究院・

未来産業技術研究所
〇静岡大学 電子工学研究所
〇広島大学 ﾅﾉﾃﾞﾊﾞｲｽ･ﾊﾞｲｵ融合科学研究所

【放射線災害・医科学研究拠点】
★広島大学 原爆放射線医科学研究所
〇長崎大学 原爆後障害医療研究所
〇福島県立医科大学 ふくしま国際医療科学ｾﾝﾀｰ

【放射能環境動態・影響評価ネットワーク共同研究拠点】
〇弘前大学 被ばく医療総合研究所
〇福島大学 環境放射能研究所
★筑波大学 ｱｲｿﾄｰﾌﾟ環境動態研究ｾﾝﾀｰ
＜連携施設＞
〇日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門

福島研究開発拠点 廃炉環境国際共同研究センター
〇国立環境研究所 福島地域協働研究拠点
〇環境科学技術研究所

【触媒科学計測共同研究拠点】
★北海道大学 触媒科学研究所
〇大阪市立大学 人工光合成研究ｾﾝﾀｰ
＜連携施設＞
〇産業技術総合研究所触媒化学融合研究ｾﾝﾀｰ

【糖鎖生命科学連携ネットワーク型拠点】
★名古屋大学・岐阜大学(共同設置)

糖鎖生命コア研究所
〇創価大学 糖鎖生命ｼｽﾃﾑ融合研究所
＜連携施設＞
〇自然科学研究機構生命創成探究ｾﾝﾀｰ

〇岡山大学
資源植物科学研究所
惑星物質研究所

〇広島大学
放射光科学研究ｾﾝﾀｰ

〇徳島大学
先端酵素学研究所

〇愛媛大学
沿岸環境科学研究ｾﾝﾀｰ
地球深部ﾀﾞｲﾅﾐｸｽ研究ｾﾝﾀｰ
ﾌﾟﾛﾃｵｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ

〇高知大学
海洋ｺｱ総合研究ｾﾝﾀｰ

〇九州大学
応用力学研究所
生体防御医学研究所
ﾏｽ・ﾌｫｱ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘ研究所

●:国際共同利用・共同研究拠点の所在地
●:共同利用・共同研究拠点の所在地

公私⽴大学が
中核の拠点

拠点数
計 単独型 拠点

ﾈｯﾄﾜｰｸ
国際
拠点

27 26 0 1

〇京都大学
化学研究所
数理解析研究所

〇大阪大学
核物理研究ｾﾝﾀｰ

〇佐賀大学
海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ

〇長崎大学
高度感染症研究ｾﾝﾀｰ
熱帯医学研究所

〇熊本大学
発生医学研究所

〇熊本大学・富山大学(共同設置)
先進軽金属材料国際研究機構

〇琉球大学
熱帯生物圏研究ｾﾝﾀｰ

第１回大学研究力強化委員会
(12/1)配布資料

17



貴重な研究資源を活かす

・近現代の日本とアジア諸国を対象に、
現在に至るまでの長期GDP統計の
推計を中心として、経済発展の歴史
の分析に資する貴重資料

一橋大学・経済研究所

・動物福祉学の確立と実践、先端機器
を用いた心理学的実験を推進する、
チンパンジーとボノボを対象にした世界
規模の研究飼育施設

世界有数の研究フィールドを活かす

京都大学・
野生動物研究ｾﾝﾀｰ

・生物多様性豊かなサンゴ礁、マング
ローブ林のフィールド、亜熱帯環境下
での実験水槽、圃場や温室を利用
した飼育実験環境

琉球大学・
熱帯生物圏研究ｾﾝﾀｰ

熊本サンクチュアリ

国際的に特色ある先端研究装置を活かす

・世界最硬物質（ヒメダイヤ）など新規
材料の開発や、地球・惑星深部物質
の探査に用いる超高圧合成装置

愛媛大学・
地球深部ﾀﾞｲﾅﾐｸｽ研究ｾﾝﾀｰ

世界最大超高圧合成装置「BOTCHAN」

国際研究交流の中核的拠点を活かす

・外国の研究機関の指導的研究者を複
数招へいし、数か月～１年の期間で
徹底した国際共同を行う訪問滞在型
研究の拠点

京都大学・数理解析研究所

・国内外の研究機関をリンクさせ、国際
学術ネットワークを構築した世界の乾
燥地研究の窓口

・乾燥地の食糧問題や砂漠化問題の解
決に貢献

鳥取大学・乾燥地研究ｾﾝﾀｰ

国際学術ネットワークによるスーダンにおける
高温耐性コムギ育種共同研究を展開

(参考)共同利用・共同研究体制の中核を担う国⽴大学の共同利用・共同研究拠点

日本・アジア長期経済統計データベース

サンゴ礁に隣接する熱帯生物圏研究
センターの瀬底研究施設数理解析研究所における訪問滞在型研究

ヒト脳疾患標本（生鮮凍結脳組織）

・病理解剖3,500例や手術生検20,000
例からなる多数の標本リソース

・アジア最大規模となる30,000点の生鮮凍
結脳組織

新潟大学・脳研究所

・重力波を観測して未知の天体現象の
解明を目指す、最先端のL字型レー
ザー干渉計から構成される大型低温
重力波望遠鏡

東京大学・宇宙線研究所

大型低温重力波望遠鏡（KAGRA）
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北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山
石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡
愛知

三重

滋賀京都

大阪

兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根県

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛
高知福岡

佐賀

長崎 熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

量子科学技術研究開発機構
（共創分野・育成型）

仙台高等専門学校
（共創分野・育成型）

東北大学
（地域共創分野・育成型）

筑波大学
（バイオ分野・本格型）

物質・材料研究機構
（環エネ分野・本格型）

東京大学
（共創分野・本格型）

東京大学
（共創分野・育成型）

東京工業大学
（共創分野・育成型）

東京藝術大学
（共創分野・育成型）

慶應義塾大学
（共創分野・本格型）

信州大学
（共創分野・育成型）

信州大学
（地域共創分野・育成型）

名古屋市⽴大学
（共創分野・育成型）

東海国⽴大学機構
（共創分野・育成型）

東京工業大学
（量子分野・本格型）

東京農工大学
（共創分野・育成型）

藤田医科大学
（地域共創分野・育成型）

金沢大学
（共創分野・本格型）

徳島大学
（共創分野・育成型）

大阪大学
（共創分野・育成型）

大阪大学
（量子分野・本格型）

国⽴循環器病研究ｾﾝﾀｰ
（バイオ分野・本格型）

大阪大学
（共創分野・育成型）

大阪大学
（地域共創分野・育成型）

高知大学
（地域共創分野・育成型）

京都大学
（地域共創分野・育成型）

京都大学
（共創分野・育成型）

長崎大学
（地域共創分野・育成型）

熊本県⽴大学
（地域共創分野・本格型）

九州大学
（共創分野・育成型）

(参考)共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）採択拠点一覧【令和３年度時点】

北海道大学
（地域共創分野・本格型）

北海道大学
（共創分野・育成型）

琉球大学
（共創分野・育成型）

広島大学
（共創分野・育成型）

R2年度採択拠点 R3年度採択拠点

慶應義塾大学
（地域共創分野・育成型）

①共創分野：国・グローバルレベルの
社会課題に対応する産学官共創拠点

②地域共創分野：地域の社会課題
に対応する産学官共創拠点

③政策重点分野：国の重点戦略に
対応する産学官共創拠点
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(参考)地域の実情に応じた大学の研究独自色の発揮事例

○青森県の短命打開のため、弘前大学は青森県、
弘前市等と連携し、2005年から継続的に、弘前
市岩木地区住民の健康情報を取得

○2013年には国のプロジェクトに採択され、健康情
報「超多項目ビッグデータ」を活用した予測法・予
防法開発やビジネス化を推進

○39社（2019年1月現在）の企業が参画、民
間投資（年間約3億円）を誘引

○認知症・生活習慣病等に関する予測
サービスや健康増進サービス・製品の
開発等を実施
第1回 日本ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ大賞
内閣総理大臣賞（2019年3月）

ビジネス化事例
ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ”健康物語

弘前大学（健康医療） 愛媛大学（水産）
＜大型養殖産業創出＞＜超多項目健康ビッグデータ活用＞ ＜最先端の水素開発拠点＞

近畿大学（農水産）

〇1970年より水産庁の委託事業としてマグロ養殖研
究を開始。2002年に完全養殖を達成。大学からス
ピンアウトした株式会社アーマリン近大による、市場
へのクロマグロ出荷等も手掛ける。

〇クロマグロの安定的な供給に向けて豊田通商とも連
携し、長距離輸送の実現にも取り組む。

〇近年では、クロマグロの養殖研究成果を活かして、動
植物複合生産の研究を行う。魚の養殖と水耕栽培
を掛け合わせた、陸上で魚と植物を一緒に育てる試
み。（例：ウナギと空心菜等）
自然災害等の被害を受けにくい
陸上養殖は環境が安定しやすい
メリットがある。

帯広畜産大学（畜産）

〇帯広畜産大学は、小樽商科大学、北見工業大
学と2022年4月に法人を統合し、農商工が連
携した研究を推進。

〇具体的な分野としては、「スマート農業」「観光」
「防災」などを掲げており、新たにオープンイノベー
ションセンターを設⽴するなどの取組を進める。

〇帯広畜産大学は、平成27年にコーネル大学と連
携した獣医・農畜産分野の国際共同研究拠点
の⽴ち上げや、地域・企業と連携した
インキュベーションオフィス
の⽴ち上げなど先駆的な
取組を実施。

＜次代の食糧生産モデル研究＞

○大学内に複数の水素研究拠点を有し、オール九
州大学で技術開発に取り組む。

〇学内の研究拠点の1つである、水素材料先端科
学研究センターでは、水素利用技術の確立に資
するデータの取得・解析等を行い、規制見直しや
水素関連機器の開発に貢献。燃料電池自動車
や水素ステーション普及に向けて、企業・独⽴行
政法人等とも連携し、水素インフラ・システムの
低コスト化に取り組む。

〇次世代燃料電池分野の世界初の産学連携集
中研として「NEXT FC」を設⽴。材料メーカー、
エネルギー事業者等が参画し、基礎研究から実
証までを一貫実施。

水素モーターショーの様子

○もともと養殖業が盛んだった愛媛県だが、魚価の
低迷や後継者不足等の背景もあり、大学・県・
地元自治体が連携し、研究センターを設⽴。

〇「地域イノベーション戦略支援プログラム」に採択さ
れ、地域の水産業が抱える課題解決のための
研究を推進し、6次産業化を担う人材を育成す
ることに成功。

〇2017年には「地域イノベーション・エコシステム形
成プログラム」に採択され、スマをモデルとした新養
殖産業の研究開発を行う。研究開発にとどまら
ず、商社出身者を招聘するなど、事業化・商品
化を見込んだ取り組みを実施。

＜農商工の分野融合・連携＞

愛媛大学の養殖スマ

○在宅医療、医療機関での診療、公衆衛生など地
域の様々な医療課題を、AIを活用して解決が
できる実践的な人材育成に、東北大学、北海道
大学と連携して取り組む。2020年に文科省の
「保健医療分野におけるAI研究開発加速に向
けた人材養成産学協働プロジェクト」に採択。

〇医歯薬学総合研究科と工学部の学部間連携や
岡山県、民間企業とも協力した学習プログラムを
提供。

〇上記取組と並行し、サイバーフィジカル情報応用研
究コア（Cypher）を設立。
全学的にAI・データサイエンス
の応用研究や人材育成に
産学官連携で取り組む。

岡山大学（ビッグデータ/AI）
＜AI・データサイエンスの社会実装＞

20

Cypherの概要

九州大学（エネルギー）
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１．世界と伍する研究大学の実現に向けた大学ファンドの創設

２．科学技術・学術審議会
大学研究力強化委員会の設置について

３．地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）



第６期科学技術・イノベーション基本計画（抄）
第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（３）大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張

(b)あるべき姿とその実現に向けた方向性
不確実性の高い社会を豊かな知識基盤を活用することで乗り切るため、今後、全ての大学が同一のあるべき姿を目指す
のではなく、個々の強みを伸ばし、各大学にふさわしいミッションを明確化することで、多様な大学群の形成を目指す。こ
れにより、人々は大学が提供する教育研究の内容や環境などの付加価値そのもので大学を選択することが可能となり、大学
が、多様な価値観に基づく個人の自己実現を後押しし、人々の人生や生活を豊かにするとともに、時代の変化や組織・個
人のニーズに合わせて人材が自由に流動することで、大学発の新たな社会変革を次々と起こしていく。同時に、多様化する
大学の中で、世界と伍する研究大学のより一層の成長が促進され、卓越した研究力の強化の実現を目指す。
（中略）
その際、世界と伍する研究大学と地方創生のハブになる大学165では、そのミッションの違いから、関係するステークホルダー

や財政構造、国との関係や最適な経営システムも必然的に相違している。特に前者では、強靱なガバナンス体制を実現す
るための大胆な大学改革が行われ、世界レベルの研究環境や給与水準を実現するための民間資金の大幅な拡大、新たに
創設する大学ファンドによる支援、大学の自主的な基金の充実などによって、堅固な財政基盤の形成を図る。
他方、地方創生のハブを担うべき大学では、地域産業を支える社会人の受入れの拡大、最新の知識・技術の活用や
異分野との人材のマッチングによるイノベーションの創出、地域産業における生産性向上の支援、若手研究者が経験を
積むことができるポストの確保・環境整備といった取組を進め、これにより、地域や企業から投資を呼び込み、地域と大学
の発展につなげるエコシステムの形成を図る。また、複数の国公私⽴大学や研究所で連携するような活動を進める。

165 人口減少や雇用創出、デジタル人材の育成など地方の課題解決をリードする大学。
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第２章 ２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（３）大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張

④．大学の基盤を支える公的資金とガバナンスの多様化
＜今後の取組方針＞
• 地域の活性化や我が国全体の研究力強化に資するため、大学の強化に向けた地方大学の振興パッケージを策定し、共創拠点
としての地方大学を整備するとともに、地域が求める人材育成や地域の課題解決に繋がる研究開発、強みを生かした多様な研
究活動を推進【文】

統合イノベーション戦略2021（抄） （令和３年６月18日閣議決定）

地域の中核となる大学の振興の必要性について

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉 ～４つの原動力と基盤づくり～
３．日本全体を元気にする活力ある地方創り～新たな地方創生の展開と分散型国づくり～

（７）スマートシティを軸にした多核連携の加速
地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年度中に策定し、ＳＴＥＡＭ教育を中心とした人材育
成や研究開発により地方の産業創出を推進する。東京圏の大学の地方サテライトキャンパスの設置を促進する。専門高校・専修学
校において、地域の産業界等との連携・協働による実践的な職業教育を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2021（抄） （令和３年６月18日閣議決定）

 第三に、我が国の大学には健康医療やエネルギーなど、人類社会の抱える課題解決に積極的に貢献し、世界からも注目される成果を挙
げているところが少なからずあります。このような大学の努力を成果に結びつけるためには、文部科学省だけではなく、政策課題を抱える各
府省の全面的協力が不可欠であります。科学技術担当大臣・文部科学大臣は、関係大臣と連携の上、年度内に、地域の中核となる
大学の持つ可能性を最大限引き出す地域の中核となる大学の振興パッケージを策定してください。

統合イノベーション戦略推進会議（第10回）加藤官房長官御発言（抄）（令和3年6月11日）
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総合振興パッケージによる支援全体像

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり
（基盤的な活動を支援）

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み
（大学の強みや特色を伸ばす事業※等を通じ、当該
事業間での連動を図りながら、強みや特色の更なる
発揮を支援。それらを支える体制づくりとも連携。）

 大学が、自身の強みや特色を伸ばす戦略的経営を展開することで、ポテンシャルを抜本的に強化（大学が変わる）
 大学が拡張されたポテンシャルを社会との協働により最大限発揮し、主体的に社会貢献に取り組むことで、社会を変革（社会
が変わる）

②繋ぐ仕組みの強化

①大学自身の取組の強化 ③地域社会における大学
の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの
連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

自治体との連携強化、
府省間の事業連携による

一体的支援

機能強化・拡張 機能強化・拡張

制度改革（特区活用）
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 地域の中核大学や特定分野の強みを持つ大学が、”特色ある強み”を十分に発揮し、社会変革を牽引する取組を強力に支援
 実力と意欲を持つ大学の個々の力を強化するのみならず、先進的な地域間の連携促進や、社会実装を加速する制度改革な

どと併せて、政府が総力を挙げてサポート
 地域社会の変革のみならず、我が国の産業競争力強化やグローバル課題の解決にも大きく貢献

①大学自身の取組の強化
 基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産

学連携促進）による、大学の強みや特色を伸ばす事業間の連携
や大学改革と連動した研究環境改善を推進

 特定分野において世界的な拠点となっている大学への支援強化

②繋ぐ仕組みの強化
 地域の産学官ネットワークの連携強化

- 域内に作られている産学官ネットワークを整理し、活用を促進
- 地域内・地域横断の組織を繋ぐキーパーソン同士の繋がりを広
げ、地域のニーズ発見や課題共有を促進

③地域社会における大学の活躍の促進
 各府省が連携し、地域が大学の知を活用してイノベーションによる

新産業・雇用創出や、地域課題解決を先導する取組を一体的
に支援
- イノベーションの重要政策課題や地域課題ごとに事業マップを整
理して、社会変革までの道のりを可視化
- ポテンシャルの高い取組について、情報共有を図りつつ伴走支援

 大学への特例措置や特区の活用促進

 人材育成や産学官連携を通じた社会課題解決・地域貢献
- 地域ニーズを踏まえた質の高い人材育成システムへの転換支援
- 産学官連携拠点、スタートアップ創出支援、大学マネジメント人
材育成・確保策の充実

 スマートシティ、スタートアップ・エコシステム拠点都市、地域バイオコミュ
ニティなどの座組活用によるデジタル田園都市国家構想の実現への貢献
 大学の知の活用による新産業・雇用創出や地域課題解決に向け、
大学と地域社会とを繋ぐ（社会実装を担う）大学の教職員や、それを
伴走支援する専門人材・組織に着目した仕掛け

 大学と自治体の連携強化
- 地域等（自治体・社会実装を担う官庁）からの資金を受け入れ、
地域貢献を行う大学に対してインセンティブを付与
- 大学が持つ様々なポテンシャルに対する理解を促進し、自治体を巻
き込む仕掛け

地域の中核大学や特定分野の強みを持つ大学の機能を強化し、成長の駆動力へと転換
日本の産業力強化やグローバル課題解決にも貢献するような大学の実現へ 25

R4 予算案 ：462億円
R3 １次補正予算額：173億円
R3 予算額 ：418億円
（この他、関連予算として〇〇億円）

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）

令和4年度予算額 462億円
令和3年度補正予算額 173億円
令和3年度予算額 418億円
（この他、関連予算※として544億円（330億円））

※大学が参画することも可能な事業（予算額については、内数の予算も含めて集計）



これらの支援による大学の取組について、大学のミッションに基づくビジョンの実現に向けた位置づけと進捗を事業間で共有し、伴走支援する仕組みを構築。
中でも、社会実装を志向し成果を上げているポテンシャルの高い取組は関係府省と連携し、大学の価値創造を社会発展・変革に転換。

 「グローバルな課題への対応」と「国内の社会構造の改革」に向けて、 「知と人材の集積拠点」である多様な大学等
の力を伸ばし、活躍を促進

 特定分野の高い研究力の強化、人材育成や産学連携活動を通じた地域の経済社会、日本や世界の課題解決
への貢献のために、地域中核・特色ある大学が強みを最大限に活かし、発展できるよう、大学のミッション・ビジョ
ンに基づく戦略的経営の実現を推進

大学自身の取組の強化

【研究拠点の形成、研究基盤の強化<文>】
◆世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)：6,100百万円
◆マテリアル先端リサーチインフラ：1,733百万円【3,606百万円】
◆生命科学・創薬研究支援基盤事業（BINDS）：3,701百万円
◆先端研究基盤共用促進事業：1,180百万円
◆研究大学強化促進事業：3,005百万円
◆創発的研究支援事業：60百万円【5,280百万円】 等

令和4年度予算額 462億円
令和3年度補正予算額 173億円
（令和3年度予算額 418億円）

大学のミッション実現を下支えする
ための基盤的経費の改善・充実

基盤的活動

研究

社会実装人材育成

地域の大学群と産業界・自治体と
一体で、地域ニーズを踏まえた質の
高い人材育成モデルへの転換支援
（学生教育、リカレント教育等）

研究で独自色を発揮する取組や
大学改革と連動した研究環境改善

を推進

ビジョン主導の
戦略的経営
に向けた支援

【人材育成・社会実装】
◆<文>共創の場形成支援：13,751百万円
◆<経>産学融合拠点創出事業：251百万円
◆<経>地域の中核大学の産学融合拠点の整備：【5,900百万円】
◆<内>地方大学・地域産業創生交付金事業：7,200百万円
◆<文>大学発新産業創出プログラム（START）
大学・エコシステム推進型：1,014百万円【2,546百万円】

◆<内>地域の中核大学イノベーション創出環境強化事業
（PRISMの一部）:（新規）
◆<文>地域活性化人材育成事業（SPARC)：1,450百万
円（新規）等

※加えて、国立大学法人等からの出資範囲を拡大

大学の強みを伸ばし最
大活用促進することで、
「グローバルな課題への
対応」と「国内の社会
構造の改革」とを実現

目指す姿

【】内は補正予算額

【基盤的活動の支援＜文＞】
◆国立大学経営改革促進事業：5,000百万円
国立大学法人運営費交付金（教育研究組織改革の推進、共同利用・共同研究拠点の強
化、教育研究基盤設備の整備）、私立大学等経常費補助金（私立大学等改革総合支
援事業）、国立大学法人等施設整備費補助金、独立行政法人国立高等専門学校機構
運営費交付金、研究のデジタルトランスフォーメーション（研究DX）の推進 等

①
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産学官連携拠点の形成、スタートアップ
創出等に向けた学内体制の強化、アン
トレプレナー、特許戦略を構築する専門
集団、大学マネジメント人材等の育成・確
保など知的アセットの価値化に向けた活動



【大学の強みや特色を伸ばす文科省
事業（例）共創の場形成支援、地
域活性化人材育成事業、WPI】

 ミッションを踏まえた強みや特色の
更なる発揮を支援

 大学のミッションに基づくビジョンの
実現に向けた、申請事業の位置
づけを確認。複数の事業に取り組
むことにより、より幅広くビジョンの実
現に向けた取組を示せる場合は、
それも評価

②先端的な取組にドライブ
をかける仕組み

③文科省内の連携
体制の構築

 重要政策課題や地方
創生を担当する府省
間の事業連携を図り、
ポテンシャルが高い大
学の取組を伴走支援

④府省間の事業連携社会が変わる

機能強化・
拡張

機能強化・
拡張

 大学等担当課と事業
担当課で情報共有の
上、連携・協力して伴
走支援

（社会変革、
課題解決等の
インパクト）

連
携
・
協
働
・
対
話
、
投
資
・
寄
付
等

大学自身の取組の強化（全体像）
多様なステークホルダー・社会

大学が変わる

①大学の強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

【国⽴大学経営改革促進事業】
・投資を呼び込む仕組みの実践
・ミッションを踏まえた社会的インパ
クトの創出を先導

【国⽴大学法人運営費交付金】
・ミッションを踏まえた強み・特色あ
る教育研究活動を強力に推進

【私⽴大学等経常費補助金】
・ 強み・特色ある教育研究活動を強力に推進

【私⽴大学等改革総合支援事業】
・地域社会への貢献や社会実装等の推進

【国⽴大学法人等施設整備費補助金】
・地域や産業界等との共創の場を目指し
たキャンパス整備の推進

恒常的に強みや特色を伸ばす体制づくりを支援する仕組み

①
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地域社会における大学の活躍促進に向けた
関連事業※の整理

 大学が社会課題解決や地域貢献を行うにあたって活用できる施策を各府省が展開しているものの、現場の大学目線に立って
連携・接続が出来ていない現状

 大学による地域課題解決・社会実装を加速させるために、活用できる政府関連施策について、以下の2つの観点から可視化
するとともに、ポテンシャルの高い取組については、事業間で情報共有を図りつつ伴走支援

①イノベーションの重要政策課題ごとの、研究開発から社会実装に向けたフェーズ
②多様なステークホルダーの連携により、イノベーション創出を通じて地域再生を目指すネットワーク（座組）の仕組み

 大学現場目線の関連事業マップ（別紙参照）を整理することで、大学がよりシームレスに社会課題解決・地域課題への貢
献を行うことが可能に

①イノベーションの重要政策課題ごとに、社会実装に向けたフェーズで分類した事業一覧
（領域・分野ごとの縦軸）

②
地
域
の
座
組
そ
れ
ぞ
れ
に
対
す
る
支
援
事
業
一
覧

（
領
域
・
分
野
横
断
の
横
軸
）

MaaS
自動運転 スマート農業 資源循環 地域脱炭素 防災・減災

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

エ
コ
シ
ス
テ
ム

拠
点
都
市

地
域
バ
イ
オ

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

大学が社会課題解決・地域貢献を行うにあたって
活用可能な政府施策をフェーズごとに可視化

（＝関連事業マップ）

③
令和4年度予算額 544億円
令和3年度補正予算額 421億円
（令和3年度予算額 330億円）

※大学が参画することも可能な事業（予算額については、内数の予算も含めて集計）
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②自動運転技術の実装を通じた地方創生等

①関連技術の高度化、及び基盤技術の開発等

大学の強みを伸ばす
：大学が変わる

政策課題への対応
：社会が変わる

自動運転レベル４等の実現・普及に向けて、研究開発から、実証実験、社会実装まで一貫し
た取組を推進

産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事
業の⽴ち上げを支援するため、民間事業者等が、事業化段階で必要となる経費について、地
方公共団体を通じて支援

R4年度MaaS・自動運転技術の社会実装に向けた支援メニュー

未来のありたい社会像の達成に向けて産学
官による研究開発・社会実装と自⽴的な
産学官連携システムの構築を推進

地域社会と大学間の連携を通じて既存の
教育プログラムを再構築し、地域を 牽引
する人材を育成

地域における複数の大学と企業のネットワーク創設に
向けて、産学融合に取り組む先導的な拠点に対して、
マッチング支援やFS調査等の支援を実施

首長のリーダーシップの下、産業・若者雇用創出を中心
とした地方創生と、地方創生に積極的な役割を果たす
ための組織的な大学改革に一体的に取り組む地方公
共団体を支援
地方大学・地域産業創生交付金事業【内閣府地創】
：72億円（地方創生推進交付金活用分50.0億円含む）

産学融合拠点創出事業【経産省】：2.5億円

※科研費、創発的研究支援事業、A-STEP（文
科省）、官民による若手研究者発掘支援事業（
経産省）等の研究成果を活用

強みを有する研究分野において、企業と大学等が連携
した①共同実験施設、②インキュベーション施設、③
オープンイノベーション推進施設等の整備を支援
地域の中核大学の産学融合拠点の整備【経産省】
：59億円

共創の場形成支援プログラム【文科省】
：13８億円

地域活性化人材育成事業【文科省】
：14.5億円

ローカル10,000プロジェクト【総務省】：5.0億円（内数）

自動運転レベル４等先進モビリティサービス研究開発・社会実装プロジェクト（RoAD to the 
L4）【経産省】：58.5億円（内数）

未来技術社会実装事業【内閣府（地創）】：0.8億円（内数）

地域課題の解決のために未来技術（AI、IoTや自動運転、ドローン等）を活用し、地域の
Society5.0の実現やデジタル実装を目指す自治体の取組を関係府省庁が総合的に支援
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事業間連携の強化に関する好事例
（例：文科省施策と内閣府「地方大学・地域産業創生交付金事業」との連携）

（主な連携内容）
① 合同での事業説明会を開催

② 双方の事業の応募状況、採択
結果等の共有（相互の事業担
当者の併任により実現）

③ 文科省事業の成果を基にした、
案件形成を共同で支援

 各府省の事業間連携については、例えば、各地域における大学の知を活用した新産業・雇用創出や、そのために必要な
更なる大学改革を促進していくため、文部科学省の産学連携事業（「共創の場形成支援」等）において、自治体首長
のリーダーシップを望め、産業創成・雇用創出につながる取組を、内閣府「地方大学・地域産業創生交付金事業」へと
繋いでいくことを念頭に、両者で情報共有など連携を強化するなどが考えられる。
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【参考】
（総合科学技術・イノベーション会議 世界と伍する研究大学専門調査会 最終まとめ（抜粋））

 我が国には、トップレベルの研究大学のみならず、地域の中核大学や特定分野の強みを持つ大学の機能を強化し、成長の駆動力へと転換すること
で日本の産業力強化やグローバル課題解決にも貢献するような大学など、様々な機能を担う多様な大学が全国に存在している。したがって、こうし
た多様な大学のポテンシャルの引き出しを牽引すべく、ファンドにより支援を受けるトップレベルの研究大学がハブとなりながら、人材の流動性向上や、共
同研究の促進などを通じ、日本全体の研究力を引き上げていくことが求められる。（略）

 我が国全体の研究力底上げのためには、全体を俯瞰した上で、 この場で検討がなされた「世界と伍する研究大学」の在り方について最終まとめと同時
に、いち早く総合振興パッケージをとりまとめることで、我が国の意欲のある大学の多様性を維持発展させていくことが重要である。今後、ファンドに
よる運用益からの支援が開始されるタイミングも見据えつつ、ファンド対象大学とそれ以外の大学との間の有機的な連携や効果的な資金配分の在り方
については、パッケージの内容をさらに進化させることを前提として、より具体的な内容とするべく、引き続きさらなる検討が肝要であることを強く付言する。

今後に向けて
 総合振興パッケージは、全国に存在する我が国の様々な機能を担う多様な大学が、戦略的な経営の展開を通じて自身の強み
や特色を発揮し、研究力向上や人材育成等により新たな価値を創出するとともに、社会との協働により人文・社会科学も含め
たあらゆる知見を総合的に活用（総合知）し、成長の駆動力としてグローバル課題の解決や社会変革を牽引することを目指
している。

 それは単純に、「知と人材の集積拠点」である大学への支援の強化に留まらず、その政策効果を一層高めるべく、大学を取り巻
く環境、例えば、重層的に展開されている複数の事業間、地域の産学官の関係者間、大学の研究成果の地域社会への実装
など、それぞれを「繋ぐ」機能や仕組みを政府が一丸となって支援強化することと併せてパッケージとして、取りまとめたものである。

 大学の持つ多様な「強み」や「特色」をどのように定義し、その発揮度合をどう評価するかなど、今後の検討課題は残されているが
スタートラインとして本パッケージを大学、自治体、産業界の関係者に広く周知することで、地域の中核・特色ある研究大学が、
我が国全体の成長の駆動力として、それぞれのポテンシャルを最大限発揮されるようになることを期待する。

 なお、本パッケージについては、文部科学省※で検討の緒に就いた、大学の強みや特色を伸ばす取組強化の具体化・実質化等
に向けた議論の動向も踏まえつつ、今後、改定を行っていく予定（※ 科学技術・学術審議会大学研究力強化委員会）。

 さらに将来的には、現在、創設に向けた検討が進められている大学ファンドによる運用益からの支援が開始されるタイミングも見据
えつつ、パッケージの内容をさらに進化させ、我が国全体の研究力向上に向けて、ファンド対象大学とそれ以外の大学との間の
有機的な連携や効果的な資金配分の在り方について具体的な内容とするべく、さらなる検討が必要である。
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大学の強みや特色を
伸ばす文科省事業

関係府省庁も含む
事業マップ

地域の中核大学や特定の強みを持つ大学が、“特色ある強み”を十分に発揮し、
日本各地で社会変革を牽引する取組を実施

現状・課題 将来
 複数の省庁が地域の大学・企業・自治体などを

対象とした施策を展開しているが大学目線で整
理されていない

 地域の中核大学や特定の強みを持つ大学が、
複数存在するが、大都市圏や海外の大学に比
べると限定的

 大学や地方自治体、産業界を繋ぐ仕組みを強化。
各府省とも連携して伴走支援

 地域の中核大学や特定の強みを持つ大学が、強み
や特色を伸ばす戦略的経営を展開し、日本各地で
活躍

文部科学省

文科省内での連携体制を構築

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ（文部科学省における検討）

 パッケージ作成を機に、地域の中核となる大学や特色ある研究大学には、「事業を立てた、あとは大学、手を
挙げて」（大学に委ねる）スタイルから、大学と対話しながら、特色や強みを伸ばす取り組みを局課を超えて
きめ細かく伴走支援する政策実施スタイルに転換

 大学のミッションに基づく戦略的経営を実現、大学が自ら変わることを促し、研究力の強化や地域の課題
解決などに貢献するよう、今後はR５要求も見据え、さらに取り組みを加速させる仕掛けを検討

事業会社 自治体

大学

伴走支援

事業会社 自治体

大学

事業会社
VC・金融 機関

事業会社

【代表的な支援メニュー】
○高度な研究拠点を作りたい。

⇒世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)
○産学官連携で研究開発・社会実装に取り組みたい。

⇒共創の場形成支援
○地域を牽引する人材を育成したい。

⇒地域活性化人材育成事業（SPARC）

総合振興パッケージ
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（参考）研究大学に対する支援全体像

世界トップレベルの
研究拠点

特定分野で世界トップレベルの研究拠点
を形成

基礎研究からイノベーション創出を一気
通貫で行い、大型の産学連携を推進

共創の場世界トップレベルの
研究拠点

産学官連携を推進し、地域の産業振
興や課題解決に貢献

共創の場 地方創生
のハブ

世界と伍する
研究大学

世界と伍する研究大学

産学官で共創の場を形成し、
組織対組織の大型産学連携
を推進し社会実装を目指す

大学への支援策

世界トップレベルの
研究拠点

特定分野で第一線の研究者が世界
から糾合する優れた研究環境と、極
めて高い研究水準を誇る大学への

支援策

（大学ファンドによる大学の支援）

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）による支援

個人に着目
した優秀な
博士課程
学生への
支援

地域社会において
地方創生に向けて
大学のポテンシャル
活用を行う取組へ

の支援策
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参考資料

34



 コロナ後の社会変革や社会課題解決に繋がる産学
官連携によるオープンイノベーションを促進するため、
参画する組織のトップ層までビジョンを共有しながら進
めるバックキャスト型研究開発を行う拠点形成を強力
に支援。

 地域の中核となる大学の持つ可能性を最大限引き
出すために、地域との共創を促す仕組みを強化しつつ、
大学マネジメント人材の育成・確保についての取組を
追加的に支援。

組織レベルでの共同研究を実施する拠点への支援 【共創の場形成支援】 令和4年度予算額 13,751百万円
（前年度予算額 13,734百万円）

※運営費交付金中の推計額

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

ウィズ・ポストコロナの
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進

自立的に運営するための
仕組みと体制を構築

SDGs×ウィズ・ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学官共創
システム

都市レベルで取り組む大学発スタートアップ創出に対する支援 【大学発新産業創出プログラム（START）
大学・エコシステム推進型】

令和4年度予算額 1,014百万円
（前年度予算額 674百万円）

※運営費交付金中の推計額

※ アントレプレナーシップ（起業に限らず、新事業創出や社会課題解決に向け新たな価値創造に取り組む姿勢や発想・能力等）

 スタートアップ・エコシステム拠点都市において
自治体・産業界と連携し、大学等における実
践的なアントレプレナーシップ※教育やギャップ
ファンドを含めた一体的な起業支援体制の構
築による起業支援を強化。

 拠点都市に参画する全大学でオンラインを含
むアントレプレナーシップ教育を実施するなど、
我が国全体のアントレプレナーシップを醸成。

国 JST

運営費
交付金

大学・国立研究開発法人・
民間企業等

委託

「人が変わる」
SDGs×ウィズ・ポストコロナ

に係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

「大学が変わる」
持続的な産学官共創
システムの整備・運営

（３つのポイント）

（プログラムの概念）

国 JST

運営費
交付金 大学・

国立研究開発法人等

委託

アントレプレナーシップ
教育と

スタートアップ創出を
一体的に支援

①大学自身の取組の強化（社会実装部分）
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ノ
ベ
ーシ
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ン
・

エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
形
成

背景・課題
• 将来の不確実性や知識集約型社会に対応したイノベーション・エコシステムを産学官の共創

（産学官共創）により構築することが必要。
• 今後、ウィズ・ポストコロナの社会像を世界中が模索する中、産学官民で将来ビジョンを策
定・共有し、その実現に向かって取り組むことが必要。

• 経済が厳しい状況にある中、国が重点的に支援し、大学等を中核とした組織対組織の本
格的な共同研究開発の推進と環境づくりを進めることが重要。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月閣議決定）抄】
・地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年
度中に策定し、（中略）研究開発により地方の産業創出を推進する。

【統合イノベーション戦略推進会議 官房長官発言（令和３年６月）】
・第三に、地域の中核となる大学の持つ可能性を、最大限引き出す政策パッ
ケージの在り方について議論しました。（中略）科学技術担当大臣・文部科
学大臣は、関係大臣と連携の上、年度内に、地域の中核となる大学の振興
パッケージを策定してください。

事業概要
• ウィズ・ポストコロナ時代を見据えつつ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）に基づく未来のありたい社会像を拠点ビジョン（地域共創分野では地域拠点ビジョン）

として掲げ、その達成に向けた、①バックキャストによるイノベーションに資する研究開発と、②自⽴的・持続的な拠点形成が可能な産学官連携マネジメントシステムの構
築をパッケージで推進。

• 地域の中核となる大学の持つ可能性を最大限引き出すために、地域共創分野等の拡充に加えて、URAや経営層等の大学マネジメント人材の育成・確保や、大学発ス
タートアップ創出のための体制構築についての先導的取組を追加的に支援。

国 JST

運営費
交付金

大学・
国立研究開発法人等

委託

A大学・
研究開発法人

C自治体

B企業

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
型

産
学
官
連
携
の
一
体
的
推
進

共創の場形成
支援プログラム
（COI-NEXT）

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。進捗管理、ネットワー
キングや発展シナリオ等のハンズオン支援及び本格型への移行審査を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：23拠点程度（新規10拠点程度）

本
格
型

①知識集約型社会を牽引する大学等の強みを活かし、ウィズ・ポストコロナ時代の未来のありたい
社会像実現を目指す産学官共創拠点（共創分野）、②国の重点戦略（政策重点分野）を
踏まえた拠点、③地域大学等を中心とし、地方自治体、企業等とのパートナーシップによる、地域
の社会課題解決や地域経済の発展を目的とした拠点（地域共創分野）について、価値創造の
バックキャスト研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：26拠点程度（新規16拠点程度）

OPERA
(継続のみ)

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型連携による非競争領域
の大型共同研究と博士学生等の人材育成、大学の産学連携システム改革等を一体的に推進。

支援規模：共創PF育成型 1.7億円/年
OI機構連携型 1億円/年

支援期間：原則5年度(育成型6年度）

育成型・本格型合わせて約85億円

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、SDGsに基づく未来のあるべき社会像を探索し、
参画する組織のトップ層までビジョンを共有。ウィズ・ポストコロナ時代の国の成長と地方活性
化、持続可能な社会の実現を目指す。

「人が変わる」
SDGs×ウィズ・ポストコロナ

に係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

ビジョンからバックキャストし、研究開発目標と課題を設定。組織内外の様々なリソースを統
合することで最適な体制を構築し、デジタル技術も活用しつつ、イノベーション創出に向けた
研究開発を実施。ビジョン実現に必要な社会実装、社会システム変革を目指す。

産学官共創拠点を自立的に運営するためのシステム（産学官共創システム）を構築。プロ
ジェクト終了後も、代表機関が中心となり持続的に運営。

「大学が変わる」
持続的な産学官共創
システムの整備・運営

連携のイメージ

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

ウィズ・ポストコロナの
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進
自立的に運営するための

仕組みと体制を構築

SDGs×ウィズ・ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学官共創
システム

（３つのポイント）

令和4年度予算額 13,751百万円
（前年度予算額 13,734百万円）

※運営費交付金中の推計額

応募

応募

共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-

36



共創の場形成支援プログラム 各分野概要

共創分野 地域共創分野 政策重点分野
育成型 本格型 育成型 本格型 本格型

対象分野 指定なし 指定なし 国家戦略に基づき文科省が指定するもの
（例：グリーン成長戦略）

課題
提案者

大学等を代表機関とする3機関以上の連名
（うち、少なくとも1機関は企業であること）

大学等を代表機関とする3機関以上の連名
（少なくとも、企業、自治体からそれぞれ1機

関以上参画していること）
大学等を代表機関とする3機関以上の連名
（うち、少なくとも1機関は企業であること）

内容 本格型へのステップ
アップ

知識集約型社会を
牽引する大学等の
強みを活かし、ウィ
ズ／ポストコロナ時
代の社会ビジョン実
現を目指す、自⽴
的・持続的な産学
官共創拠点の形成

本格型へのステップ
アップ

地方大学等を中心と
し、地域（自治体、
企業等）とのパート
ナーシップによる、地
域の社会課題解決
や地域経済の発展を
目的とした、自⽴的・
持続的な地域共創
拠点の形成

大学等を中心とし、国の分野戦略に基づき
成果を生み出す、国際的にも認知・評価が
高い持続的な産学共創拠点の形成

拠点ビジョン
（ありたい社
会の姿）

国レベルやグローバルレベルの社会課題を捉えた、
10~20年後の未来のありたい社会像

地域の社会課題を捉えた、
おおむね10年後の未来のありたい社会像

国の重点戦略に基づく、10~20年後の未来の
ありたい社会像

委託費
(間接経費含む) 2.5千万円/年度 最大3.2億円/年度 2.5千万円/年度 最大2億円/年度 政策重点分野ごとに設定

支援期間 2年 最長10年 ２年 最長10年 最長10年

拠点数 R2 12拠点
R3 5拠点

R2 1拠点
R3 2拠点

R2 –
R3 8拠点

R2 –
R3 2拠点

R2 バイオ分野 2拠点
量子技術分野 2拠点
環境エネルギー分野 1拠点

R3 （公募なし）

R4採択件数
（予定） 4件程度 ５件程度 6件程度 6件程度 1件程度
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大学発新産業創出プログラム（START）

【目的・概要】

令和4年度予算額 2,050百万円
(前年度予算額 1,993百万円)

※運営費交付金中の推計額

【ビジネスモデル検証支援】 旧：SCOREチーム推進型

• 民間のインキュベーション施設や研究拠点等との連携も
含め、 研究者等に対するアントレプレナー教育の提供と
ビジネスモデル探索活動を支援。

• 支援額： ８百万円程度/課題・年、８課題程度（新規）
支援期間： １年度

【起業実証支援】 旧：プロジェクト支援型

• 事業プロモーター（※）のマネジメントのもと、ポテンシャルの高い大学等の技術
シーズに関して、事業戦略・知財戦略等の構築と、市場や出口を見据えた事業化
を目指した研究開発プロジェクトの推進を支援。

• 支援額： 39百万円程度/課題・年、18課題程度（うち新規６）
支援期間：最長３年度

（※）事業プロモーター：ベンチャーキャピタル（VC）等の新事業育成
に熟練した民間人材を事業プロモーターとして選定し、大学等における技
術シーズの発掘と事業計画の策定及び事業育成に係る活動を支援。

【背景・課題】

【経済財政運営と改革の基本方針2021(令和３年６月閣議決定)抄】
社会課題の解決に向け、研究成果を社会実装につなげるために、スター

トアップの創出や産学官の共創によるイノベーション・エコシステムの全国的
な形成を促進する。

【スタートアップ・エコシステム形成支援】
• スタートアップ・エコシステム拠点都市において自治体・産業界と連携し、大

学等における実践的なアントレプレナーシップ教育やギャップファンドを含めた
一体的な起業支援体制の構築による起業支援を強化。

• 拠点都市に参画する全大学でオンラインを含むアントレプレナーシップ教育を
実施するなど、我が国全体のアントレプレナーシップを醸成。

• デジタル技術を含む、大学等の有望なシーズを活用した、ポストコロナの社会
変革も見据えた成長性のある大学等発スタートアップ創出力を強化。

＜拠点都市の支援＞
• 支援額： １億円程度/拠点・年

支援期間： ５年度
7拠点程度（うち新規４）

国 JST

運営費交付金
民間企業・大学・

国立研究開発法人等

委託

【科学技術・イノベーション基本計画(令和３年３月閣議決定)抄】
挑戦を是とする意識を持った人材の育成を図るため、2025年度まで

に、スタートアップ・エコシステム拠点のコンソーシアムに参画する全大学
で、オンラインを含むアントレプレナーシッププログラムを実施する。また、そ
の事例を集約し、同年度までに、全国に展開する。

 ポストコロナの社会変革において、新たな価値創造の中心となるべきは意欲ある才能の挑戦であり、大学等
発スタートアップはポストコロナの未来をつくる駆動力。また、急激な社会環境の変化を受容し、新たな価値を
生み出していく精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材の育成を我が国全体で進めていくことが必要。

 我が国におけるスタートアップ・エコシステムの形成を促進するため、令和２年７月にスタートアップ・エコシステ
ム拠点都市が選定され、「スタートアップ・エコシステム支援パッケージ」のもと、拠点都市への集中支援を開始。

 起業前段階から公的資金と民間の事業化ノウハウ等を組み合わせることにより、ポストコロナの社会変革や社
会課題解決に繋がる新規性と社会的インパクトを有する大学等発スタートアップを創出する。

 スタートアップ・エコシステム拠点都市において、大学・自治体・産業界のリソースを結集し、世界に伍するスター
トアップの創出に取り組むエコシステムを構築する。

大学・エコシステム推進型 プロジェクト推進型

アントレプレナーシップ教育と
スタートアップ創出を一体的に支援

令和3年度補正予算額 5,047百万円
※出資型新事業創出支援プログラムへの追加出資2,500百万円を含む

【大学推進型】 旧：SCORE大学推進型

• ギャップファンド及び起業支援体制を整備し、スタートアップ創出力を強化。
• 採択主幹機関：神戸大学、筑波大学、早稲田大学 支援期間：令和２～６年度（５年度）

令和３年度補正において、ギャップファンドプログラムの充実等、スタートアップ・エコ
システム拠点都市におけるスタートアップ創出機能強化 (2.7億円×８機関程度)
・ 令和３年度補正予算額 5,047百万円

※大学等発ベンチャーに対し、JSTが金銭出資等を実施する「出資型新事業創出支援プログラム
(SUCCESS)」への追加出資2,500百万円を含む 38



【グローバル拠点都市】
スタートアップ・エコシステム東京コンソーシアム
（東京都、渋谷区、川崎市、茨城県、つくば市、和光市、横浜市等）
スタートアップやVC・大企業等の支援者が圧倒的に集積する東京都心部（渋谷、六本木・虎ノ門、大

手町・丸の内、日本橋）を核に、ハブ＆スポークの連携で研究開発拠点を有する各都市（川崎、つくば、
和光、横浜）と連結。東京大、慶応大、早稲田大など有力大学でWGを作り起業家育成。

Central Japan Startup Ecosystem Consortium
（愛知県、名古屋市、浜松市等）
日本を代表する製造業の集積とスタートアップとの繋がりでイノベーション創出を加速。モビリティ、インフラ、

ヘルスケア、アグリ、光などを重点分野に。日本最大級のスタートアップ拠点「Station Ai （フランスの
StationFに対抗）」を整備予定。

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアム （大阪市、京都市、神戸市等）
三都市の強みを融合（大阪：大企業、資金、人材、京都：研究シーズ、製品化支援、神戸：社会

実証実験・公共調達）。ヘルスケア、ものづくり、情報通信分野に重点を置き、大学・研究機関が連携。
「大阪・関西万博」に向け経済界を含め京阪神一体となった支援体制を構築。

福岡スタートアップ・コンソーシアム （福岡市等）
2012年「スタートアップ都市宣言」以降、一貫して官民協働による起業支援やスタートアップのコミュニティ
形成。九州大学「起業部」をはじめ若手の活動が活性化。独立系VCの活躍、大型スタートアップイベント
の定期開催、海外との連携強化などエコシステム形成が加速中。

【推進拠点都市】
札幌・北海道スタートアップ・エコシステム推進協議会（札幌市等）、仙台スタートアップ・エコシステム推進
協議会（仙台市等）、地域イノベーション戦略推進会議（広島県等）、北九州市SDGsスタートアップ
エコシステムコンソーシアム（北九州市等）

（参考） スタートアップ・エコシステム拠点都市
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地域活性化人材育成事業 ～SPARC～

 Society5.0を支える人材として、自然科学の素養も求められる中
において、自然科学を専攻する学生は３割に留まっている

 大学が実施する教育プログラムが、地域社会が学生に期待・評価
する能力の養成に十分に対応・機能していない

 本格的な産学連携が進まず、外部リソースの獲得が不足

 大学間連携により、文系学部でも自然科学の素養を身に付けられる教育体制
を整備し、教育内容の充実を図る

（本事業を通じ、学部等の再編、拡充など科学技術分野の人材育成を促進）
 地域社会との本格的連携による人材育成・イノベーションの創出
 大学の学びを地域社会のフィールドへ展開

Supereminent Program for Activating Regional Collaboration
令和4年度予算額 15億円

（新規）

取組イメージ

地域の大学における課題

【事業内容】 地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、地域を牽引する人材を育成

本事業で目指す姿

〇〇学園大学〇〇大学 〇〇工科大学

人文社会学

情報学・統計学

理学・工学

地域社会
【タイプ①】学部等の再編を目指す取組

【事業スキーム】
対象：異なる設置形態の大学による構想・計画
資金：民間からの資源も獲得
取組の内在化：事業の継続性発展性を確保するため、事業の

進捗に合わせ補助額を逓減
事業期間：最大６年間（令和４年度～令和９年度）

地域連携プラットフォーム

連携大学のリソース等を活用した横断的なSTEAM教育
経済団体

金融機関

求める人材を育成するため地域資源を集中
オンラインもフル活用した一体的運営

自治
体

大学等連携推進法人

高大接続
大学の授業科目の先取り履修や、理系進学を敬遠しがちな女子生徒向けの取組等を実施

【選定件数・単価】５件×200,000千円

【タイプ②】高度な連携を目指す取組
【選定件数・単価】４件×100,000千円

〇〇大学 〇〇工科大学
〇〇学園大

学

連携開設科目を活用し、教育機能の強化

〇〇大学 〇〇工科大
学

〇〇学園大
学

◇求める人材像の明確化
◇地域が提供できる教育資源を提示
・教育プログラムの提案
・奨学金返還支援
・実務家教員の派遣 等

地域の場を活用したPBL

アントレプレナーシップ教育

地域学（寄付講座等）
等

地域と連携した教育プログラム

STEAM教育を基盤とした学部等へと再編

※中間評価時に学部等の再編計画を提出し、
令和10年４月までに実施

①大学の強みや特色を伸ばす取組の強化（人材育成部分）
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